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桜台小学校・桜台中学校学校給食のあり方に関するアンケート
　
(1) 回答者の年齢

10代 20代 30代 40代 50代 60歳以上

　
(2) 回答者のお住まいの学区

白井第一小学校学区 白井第二小学校学区 白井第三小学校学区 大山口小学校学区 清水口小学校学区

南山小学校学区 七次台小学校学区 池の上小学校学区 桜台小学校学区 わからない

　
(3) 食材に係わる経費は給食費として保護者が負担し、それ以外の調理業務や施設維持管理に係わる費用は、すべて公費で

負担されていることを知っていますか。

はい いいえ

　
(4) 別紙を見て、これからの白井市全体の学校給食において、優先すべきと考えるものを3つ選んでください。　　　　

　（別紙とは、同封の自校方式、給食センター方式を比較している資料のことです。）

学校給食衛生管理基準の遵守 手間をかけた調理 残菜の少なさ

公費負担の公平性 アレルギー対応 食育の充実

市内均一な給食費 その他

(5) 　(4)でその他を選んだ場合その内容

　
(6) 現在桜台小学校・桜台中学校の施設は、老朽化や改正された学校給食衛生管理基準を満たしていないという課題があり

ます。今後どのようにしたらよいと思いますか。

「自校式調理場」として桜台小中学校それぞれの調理場を増床・改修する。

桜台小中学校敷地内に「親子方式（2校分を一カ所で調理）」として新たに調理場を建設する。

桜台小中学校の給食提供を給食センターに移行する。

その他

(7) 　(6)でその他を選んだ場合その内容

　
(8) 桜台小学校・桜台中学校（自校方式）、他12校（給食センター方式）に関して、ご意見やご要望などありましたらご記

入ください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ご協力ありがとうございました。



白井市立桜台小学校・桜台中学校給食のあり方に関するアンケートのお願い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 日頃より、白井市の教育行政にご理解とご協力をいただきまして、誠にあ

りがとうございます。 

 

 さて、白井市立桜台小学校・桜台中学校にある自校式の給食調理場の老朽

化等に伴い、同校児童・生徒に安全で安心な学校給食を効率的に供給するた

め、今後の同校の給食調理場のあり方について検討が必要となっておりま

す。桜台小中学校 PTA アンケートでは、７４．６％の方が桜台地区の特色

として自校方式給食の存続を希望し、その旨の要望書が提出されました。 

 

 そこで、教育委員会では、「白井市立桜台小学校・桜台中学校給食のあり

方検討委員会」を設立し、昨年１２月より検討を進めております。 

 

 この度、桜台小学校・桜台中学校の給食のあり方を検討する参考として、

市民の皆様のお考えを伺うアンケートを実施することになりました。そこ

で、市内にお住いの１８歳以上の方の中から１,５００人を無作為に抽出し、

アンケートを送付させていただいております。 

 

つきましては、ご多用のところ誠に恐れ入りますが、本アンケートの趣旨

をご理解いただき、別紙「白井市の学校給食について」を参照に、アンケー

トにご協力くださいますようお願いいたします。 

アンケートにご記入いただいた内容は、すべて統計的に処理するため、

個々の方のご回答内容が特定されるようなことは一切ございません。 

 

  

   

白井市立桜台小学校・桜台中学校 給食のあり方検討委員会 

 

 

【ご回答期限】 

 ご記入いただいたアンケートを同封の返信用封筒に入れて、令和３年８月２３日（月） 

までにご投函ください。（切手の貼付及び差出人記入は不要です。） 

【お問い合わせ先】 

白井市立桜台小学校・桜台中学校給食のあり方検討委員会事務局 

白井市教育委員会 教育支援課  

   電話  ０４７－４９２－１１１１（内線３８７１） 

   ＦＡＸ ０４７－４９２－６３７７ 

【参考】 

  桜台小学校ホームページ http://www.e‐shiroi.jp/skr/ 

  桜台中学校ホームページ http://www.e‐shiroi.jp/skjh/ 

  白井市ホームページ内 写真で見る給食 https://www.city.shiroi.chiba.jp/ 



白井市の学校給食について 

①現在、市内小中学校の給食は、桜台小中学校（2 校）が自校方式で、その他の小中学校 

は給食センター方式で提供されています。現状は下表のとおりです。 

 桜台小学校・桜台中学校（自校方式） 他 12 校（給食センター方式） 

開設日 ・平成６年 4 月 1 日 

※当時の学校給食共同調理場では２校増加分の給

食提供ができなかったため自校式で開設。 

・平成 31 年 4 月 1 日 

※平成 22 年度から 12 校に給食を提供していた

旧給食センターの建替等について検討を重ね

て約 25 億円をかけて新給食センターを建設。 

衛生 

管理 

 

・現在の学校給食衛生管理基準を一部

満たしていない。 

・運営面で工夫し安全に提供している。 

・現在の学校給食衛生管理基準を満た

している。 

配食校 ・桜台小学校、桜台中学校 

（それぞれの調理場で調理し、提供） 

・12 校（桜台小中を除く全小中学校） 

配食数

Ｒ3.4 

・桜台小学校 ４０８食 

・桜台中学校 ２０２食 

・ ５,６１４食 

※調理能力６,５００食 

アレルギ

ー対応 

・アレルギー除去調理室なし 

・卵除去（代替品の提供なし） 

・アレルギー除去調理室あり 

・卵、乳の除去（代替品の提供あり） 

調理 

 

・食数が少なく、配送時間が必要ないの 

で、時間や手間がかけられる。 

・児童生徒からのリクエスト給食を実

施。 

・食数が多く、配送時間が必要なので、 

 効率のよい調理が必要。 

・アンケートなどで児童生徒の声を反

映。 

食育 ・栄養士と共に食育授業(小)… 年１回 

・栄養教諭が家庭科学習の補助(中)…必要

に応じて 

・各学校の「食に関する指導計画」に基

づき栄養士と教員が食育指導…毎日 

・栄養士と共に訪問食育授業…年 1 回 

 

 

・各学校の「食に関する指導計画」に基

づき教員が食育指導……………毎日 

残菜率 

Ｒ２平均 

・桜台小    ４．２％ 

・桜台中    ３．１％ 

・小学校  １６．８％ 

・中学校  １６．６％ 

給食費 

(月額) 

・桜台小学校 ４,９００円 

・桜台中学校 ５,９００円 

・小学校  ４,５００円 

・中学校  ５,３００円 

調理員

数 

・桜台小学校  ８名（Ｒ3.４.１現在） 

・桜台中学校  ９名（  〃   ） 

・栄養士(小)1 名 栄養教諭(中)１名 

・４２名 （Ｒ3.４.１現在） 

 

・栄養士 ４名 

公費 

負担※ 

・児童生徒一人当たり 

約１１５,０００円 

・児童生徒一人当たり 

約 ６３,０００円 

※公費負担とは、調理業務や施設維持管理に係る費用等、市が負担した額を児童・生徒数で 

割った金額です。（令和元年度決算より算出） 

別紙 

裏へ 



②今後の桜台小学校・桜台中学校の給食提供について、次の 3 つの方式が考えられます。

それぞれの概要は下表のとおりです。 

 
自校方式継続の場合 親子方式に変更する場合 

給食センター方式に 

移行する場合 

方法 

・桜台小中学校の調理場

をそれぞれ増床・改修す

る。 

・桜台小中学校敷地内に新

たに調理場を建設し、２

校分を提供する。 

・同校調理場を配膳室に改

修する。 

・桜台小中学校の調理場を

配膳室に改修し、給食セ

ンターから提供する。 

改修費

等 
・4 億 2,０００万円程度 ・5 億 5,０００万円程度 ・５,０００万円程度 

工期 ・８～１０ヶ月程度 ・7～10 ヶ月程度 ・１～２ヶ月程度 

給食 ・改修期間中は調理不可。 ・給食提供は継続。 ・給食提供は継続。 

 

 

年間の 

運営費 

・６,６００万円程度 

※調理業務、施設の維持管

理費及び人件費等。 

・５,０００万円程度 

※調理業務、施設の維持管

理費及び人件費等。 

※自校方式と比較し、 

１,６００万円程度経費削 

減が見込まれる。 

・１,７００万円（追加費用） 

※桜台小中学校への配送費

及び配膳費。 

※自校方式と比較し、 

４,９００万円程度経費削

減が見込まれる。 

懸案 

事項 

・改修期間中、給食提供の

代替策の検討が必要。 
・配送車の確保が必要。 ・配送車の確保が必要。 

※改修費等及び年間の運営費は現在の見込みです。 

 

③市の財政状況と目標値                        単位：万円 

注１ この数値が高いほど、財政が硬直化しています。次の計算式で求められます。 

   

   

 

注２ 市の貯金とは、使い方が特定されていない財政調整基金の額です。 

注３ 年間収支とは、実質単年度収支の額です。 

注４ 目標値は、平成２８年度に策定した「白井市行政経営指針」によります。 

年 度 経常収支比率 注１ 市の貯金 注２ 市の借金  年間収支 注３ 

平成２９年度 

平成３０年度 

令和 元年度 

９２．３％ 

９３．８％ 

９４．３％ 

26 億 2,700 

26 億 5,200 

24 億 1,500 

202 億 400 

217 億 1,300 

215 億 1,700 

1 億 1,400 

▲1 億 6,600 

▲1 億 3,700 

目標値 注 4 

令和 ７年度 

 

９０％以下 

 

２０億円以上 

 

１９０億円以下 

 

 設定なし 

経常収支比率 ＝ 

 

×１００ 毎年使うお金（人件費など） 

毎年入ってくるお金（市税等） 
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0.6% 6.1%

9.2%

23.8%

21.6%

38.7%

10代 20代 30代 40代 50代 60代以上

桜台小学校・桜台中学校給食のあり方アンケート 

１ 調査概要 

（１）対象   市民１,５００人 

        （市内在住者無作為に抽出した１８才以上７８才以下の市民 

（２）配付方法 郵送 

（３）回収数  ５３２通（回収率３５．５％） 

 ※統計上、白井市では３８５通の回答が得られれば、「許容誤差」５％、信頼水準９５％の範囲で有効

なアンケートである。 

 ※1通無回答、また部分的に回答が無いもの有。 

（４）実施期間 令和３年７月２９日（木）～令和３年８月２３日（月） 

 

２ 調査結果概要 

（１）回答者の年齢 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・無作為抽出のため、どの年代からの回答率が高いか単純に比較はできないが、

幅広い年代から回答を得ることができた。 
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（２）回答者のお住まいの学区（回収した全アンケートの学区別回収率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学区名 配付の割合（％） 配付数（通） 回収数（通） 学区毎の回収率（％） 

白一小 ４．８    ７２   ２４    ３３．３ 

白二小 ２．４    ３６    ５    １３．９ 

白三小 １７．４  ２６１  ７２    ２７．６ 

大山口小 １５．１  ２２６  ９３    ４１．２ 

清水口小 １０．２ １５３ ４９    ３２．０ 

南山小 １２．１  １８２  ７２    ３９．６ 

七次台小 １７．３  ２５９  ７３    ２８，２ 

池の上小 １０．９  １６４  ６２    ３７．８ 

桜台小  ９．８  １４７  ６９    ４６．９ 

不明・未記入     １３  

合計 １００．０  １５００  ５３２    ３５．５    

4.4%

1.0%

13.5%

17.7%

9.3%
13.7%

13.9%

11.8%

13.0%
1.7%

白井第一小学校学区 白井第二小学校学区 白井第三小学校学区

大山口小学校学区 清水口小学校学区 南山小学校学区

七次台小学校学区 池の上小学校学区 桜台小学校学区

わからない

・アンケートは市内全小学校在籍児童数に対する各小学校在籍児童数の

割合を基に配付した。 

・各小学校区からの回答を得ることができた。 

・桜台小学校区、大山口小学校区は４０％を超える回収率だった。 
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（３）食材に係わる経費は給食費として保護者が負担し、それ以外の調理業務や施設維持管

理に係わる費用は、すべて公費で負担されていることを知っていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・公費負担についての認識を聞いた。結果のとおり、６０．９％は知っ

ている、３６．５％は知らないとの回答であった。 

60.9%

36.5%

2.6%

はい いいえ 無回答
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（４）これからの白井市全体の学校給食において、優先すべきと考えるものを３つ選んでく 

   ださい。（３つの回答がないものもあり） 
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学校給食衛生管理基準の遵守 手間をかけた調理 残菜の少なさ

公費負担の公平性 アレルギー対応 食育の充実

均一の給食費 その他

・「学校給食衛生管理基準の遵守」が３６４票と一番多く、続いて「公費負担の公平性」が 

３０２票、「アレルギー対応」216 票、「残菜の少なさ」２０１票と続いている。 

３６４ 

５２ 

２０１ 

３０２ 

２１６ 

１７９ 
１６４ 

１７ 

選択票数 
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（５）現在桜台小学校・桜台中学校の施設は、老朽化や改正された学校給食衛生管理基準を

満たしていないという課題があります。今後どのようにしたらよいと思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 「自校式調理場」として桜台小中学校それぞれの調理場を増床・改修する。 

２ 桜台小中学校敷地内に「親子方式（２校分を一カ所で調理）」として新たに調理場を建設する。 

３ 桜台小中学校の給食提供を給食センターに移行する。 

４ その他 

  

10.1%

10.5%

77.3%

2.1%

・「桜台小中の給食提供を給食センターに移行する」が７７．３％、「桜台小中学校敷地内

に「親子方式（２校分を一カ所で調理）」として新たに調理場を建設する」が１０．５％、

「『自校式調理場』として桜台小中学校それぞれの調理場を増床・改修する。」が１０・１％、

その他が２．１％という回答だった。 

 



白井市立桜台小学校・桜台中学校

給食のあり方検討委員会

白井市教育委員会

日時 令和２年１２月１７日 ９時半から

場所 白井市役所東庁舎１０１会議室
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次 第

※ 委嘱状及び任命状交付

１ 開会

２ 教育長挨拶

３ 自己紹介

４ 検討委員会の目的と役割

５ 委員長・副委員長選出

６ 説明事項

１．白井市紹介

２．白井市の給食の現状

３．桜台小中学校の給食

４．本検討委員会設立までの経緯

５．給食の方式

７ 議事

１．今後のスケジュール

８ その他

９ 閉会
2



検討委員会の目的と役割

【目的】 桜台小・中学校の児童・生徒に安全で安心

な学校給食を効率的に提供するため

【役割】 桜台小・中学校の給食のあり方を調査審議

し、教育委員会に提言をすること。

※あり方 自校式、親子式、センター方式などの給食

の方式を考えること。
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説明事項

１．白井市紹介

4



白井市の場所

千葉県北西部
東京・成田空港から30ｋｍ圏
面積：35.48㎢

5



人口推計

基本構想の目標年度である令和７年の白井市の総人口は６５，２００人と
推計しています。白井市の人口は、令和２年までは人口流入等により増加し
ますが、その後は減少に転じるものと見込まれます。

白井市の人口
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今井の桜田園風景

千葉ニュータウンの街並み 第一、第二工業団地航空写真
7



白井市の公共施設
【主なもの】
・市役所庁舎、保健福祉センター、福祉センター

・学校等 小学校９校、中学校５校、保育園３園
・公民館等 ７館（青少年女性センター含む）

・文化センター（文化会館・図書館・プラネタ・郷土資料館）

・運動公園、市民プール
・道路：路線数1,271本、延長301㎞ 舗装率84％

・橋梁：73橋

・上水道：延長約91㎞
・下水道：管きょ延長（汚水：約165㎞、雨水：約63㎞）

公共下水道普及率：84.2％

・公園：都市公園：70か所、42.4㏊、都市緑地29か所5.7㏊等
公共施設等総合管理計画の策定

公共施設等更新費用：40年間 778億円（上下水道を除く） 8



○市役所
平成３０年
印西警察署分庁舎設置

○保健福祉センター
市社会福祉協議会
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ

○給食センター
調理能力 約6500食/日
かまどベンチ１
災害用トイレ兼マンホー
ル１

○白井総合公園
災害時
かまどベンチ8基
災害用ﾄｲﾚ兼ﾏﾝﾎｰﾙ10基

○冨士地区へ都市公園
平成36年4月開園予定
仮称「冨士公園」
12,725.41㎡
防災や交流など多機能公園

○白井聖仁会病院
一般病床68床
療養型病床124床

○特別養護老人ホーム
さつきの里
定員90名

○千葉白井病院
一般病床52床
回復ﾘﾊﾋﾞﾘ48床

○介護老人保健施設
アモールケア白井
入所定員100名
通所定員25名

○介護付有料老人ホーム
ｳｨｽﾞﾎｽﾋﾟﾀﾙ千葉白井
定員120名

市役所を中心に広がる安心・安全！！

○白井消防署

9



なし坊ファミリー(マスコットキャラクター)

なし坊ファミリーは梨のイメージキャラクター
として誕生しました。
白井の梨をはじめとする特産品の宣伝や市のイメ
ージアップに使われています。

ボクは白井のマスコットキャラクター、なし坊です。
平成７年に誕生し、公募で市民の皆さんに名前を付けてもらい

ました。ボクの家族は全部で６人で、
「かおり」「ゆたか」「さち」「ちょうじゅうろう」「たか」

のように梨の品種から名前がついています。
白井の梨をはじめとする特産品の宣伝や、市のイメージアップな
どをお手伝いしています。ボクたちを見かけたら、応援してね。

10



２．白井市の給食の状況

11



•昭和54年 白井市学校給食共同調理場（旧給食センター）開設

•平成２年 池の上小学校開校（市内１２校がセンター給食）
•

•平成６年 桜台小学校・桜台中学校 開校

・旧給食センターの供給可能数を上回ったため

・旧給食センターからの距離が遠く、運搬に時間

を要するため

自校式給食開始

・平成31年 学校給食センター（新センター）開設

12



３．桜台小中学校の給食

13



桜台調理場について

（１）施設概要

①設立年度 平成６年４月１日

②面積 小学校 ３０５㎡

中学校 ２６１㎡

③構造 鉄筋コンクリート造平屋建

④調理能力 小学校 １，０００食／日程度

（当時） 中学校 ５００食／日程度

14



（２）食数及び給食費

①提供食数（令和２年１０月・最大食数）

小学校 ４０５食 （児童数３５８人）

中学校 ２１６食 （生徒数１８４人）

※児童・生徒数は令和２年５月１日現在

②給食費（食材費）

小学校 ４，９００円

中学校 ５，９００円

15



（３）経費・アレルギー対応

①年間運営費 約６千６百万円

（光熱費、人件費、委託料など）

（平成３１年度決算）

②一人当たり 約１１万４千円

③アレルギー除去食 卵の単純除去

※対象者 小学校 ４人

中学校 １人

16



（４）衛生管理について

①学校給食衛生管理基準（H９年策定、Ｈ２１年改正）

②施設的には同基準を満たせないのはやむを得ないが、

運営面で工夫し安全な給食を提供

≪学校給食衛生管理基準とは≫

•O157の発生などを受け策定

•平成２１年４月１日の改訂では、調理する環境を清潔に
する考え方に加え、原料の入荷から出荷までの各工程に
おいて、危害要因を取り除く考え方（ＨＡＣＣＰの考え
方）を導入

17



・調理前・洗浄エリア（汚染作業区域）と調理後エリア

（非汚染作業区域）を部屋単位で区分

・学校給食従事者専用のトイレの個室の前に「調理衣の

着脱所」の設置に努める

・食品をチェックする検収室が必要

・調理場内部の温度２５度以下、湿度８０％以下に保つ

よう努める

・床はドライシステムの導入に努めること、またはドラ

イ運用を図ること

参考：衛生管理に関する基準の例

18



桜台小中学校の調理場

ラインにより作業区域を
明確にしての運用

食材を確認する検収室
の代わりに廊下で作業

19



桜台小中学校の調理場

汚染作業区域と非汚染作業
区域をラインにより明確化

ドライ式の床ではないが、徹
底した清掃及びドライ運用

20



（５）施設・設備の老朽化

①２６年が経過し、近い将来、施設・設備の改修が必要

②衛生管理基準を満たす施設にするには増床が必須

※改修費については現在積算中

21



４.本検討委員会設立の経緯

22



•平成３０年８月

「財政推計の見直しと財政健全化の取組」

財政健全化の取組項目（予定）

イ 公共施設等のあり方の見直し

【取組項目】

「桜台小・中学校の自校式給食の見直し」

【取組内容】

桜台小・中学校の自校式の給食調理場の老朽
化に伴い、最新設備を備えた学校給食共同調
理場へ移行します。

23



【桜台中学校区への説明】

・平成３０年12月

第1回桜台小中学校保護者説明会

・令和 元年 9月

第2回桜台小中学校保護者説明会

・令和 元年10月

第1回桜台小・中学校の給食に係る代表者会議

・令和 元年11月

第2回桜台小・中学校の給食に係る代表者会議

24



•全体の集計結果 回収率５６．０％

３１１／５５５ 家庭

•反対 ７４．６％

•賛成 １４．８％

•条件付き賛成 １０．０％

•他 １．６％

令和元年７月に実施されたアンケートから
（桜台小中学校ＰＴＡアンケート）

25



＜移行についての反対意見＞

•自校給食のよさ（おいしさ、あたたかさ、子どもたちの楽

しみ、評判、魅力）

•自校ならではの特色（バイキング給食、リクエスト給食）

•食育（栄養士や調理員さんが身近、体験活動）

•防災の面、災害時に役に立つ。

•センター給食に関するご意見（食材・温度等）

•働いている方々への雇用について
26



＜移行についての賛成意見＞

•衛生面がしっかりしていて安全とわかった。

•財政状況や他校との公平性から仕方ない。

＜条件付き賛成＞

•考える会を発足して見直していくほうがよい。

•食育の継続を希望

•維持費を優先的に子どもたちの活動に使ってほしい。
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•令和元年12月令和3年度以降当分の間、現状のままとし、

桜台小中学校の給食のあり方について改めて検討する。

（教育委員会議及び行政経営戦略会議にて決定）

28



白井市行政経営改革実施計画
(平成３０年２月策定）

•基本方針３

将来を見据えた公共施設の最適な配置

＜これからの取組＞

「桜台小・中学校については、施設・設備の老朽化や今
後の学校規模等の状況を見ながら、安全で効率的な学校
給食のあり方について、地域の意見等を踏まえた検討が
必要となってくる。」

令和２年度を検討の開始としている
29



•「白井市立桜台小学校・桜台中学校給食のあり方検討委員会」

設立

• 令和４年８月までには提言をいただきたい。

30



≪参考≫学校施設の長寿命化計画（令和２年８月策定）

１ 現 状 市の公共施設の６割以上が学校施設

２ 目 的 ・予防保全型の管理への転換

・予算の平準化

・中長期的な維持管理等のトータルコストの縮減

３ 効 果 ４０年間で▲１０７億円を見込む

４ 桜台小中 小学校 １３／８５施設

劣化順位 中学校 ２４／８５施設

５ 桜台小中 小学校 Ｒ ７年度大規模改修予定（築３１年）

改修予定 中学校 Ｒ１０年度大規模改修予定（築３４年）
31



≪参考≫学校施設の長寿命化計画（令和２年８月策定）

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

桜台小 基本設計 実施設計 校改修 体改修

桜台中 基本設計 実施設計 校改修 体改修

その他
の学校

七中 校
七小 体

白中 柔
大中 柔
南山 柔

池小 校 池小 体
七中 柔
白中 校 白中 校

大中 校

32
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５.給食の方式について

33



•配送時間が不要なため、調理時間に余裕

•学校行事等に臨機応変に対応可能

•運営コストが割高

•労務管理や維持管理が煩雑

自校方式

34



親子式給食

・自校式の手作り感を意識することができる。

・学校行事等に対応しやすい。

・給食センターと比較して運営コストが割高

・労務管理や維持管理が煩雑

35



給食センター方式

•効率的な施設整備及び運営が可能となる。

•管理体制の充実

•配送時間を考慮した調理が必要

•調理従事者と児童との接点が少ない。

36



デリバリー式

・給食調理場建設のコストがかからない。

・配膳の時間を省くことができる。

・温かい給食の提供が難しい。

・汁物の提供ができない。

・児童生徒に応じた量の調節ができない。
37



議 事

今後のスケジュール
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39

検討委員会 会議・議会等

12 第１回検討委員会 本委員会の役割・給食の現状等

1

2

3 第２回検討委員会
桜台、給食センター施設見学
意見調査の方法について

4

5

6 第３回検討委員会
桜台小または桜台中の給食試食
市の状況について

7

8

9

10 第4回検討委員会
給食センターの試食
桜台地区の意見

11

12

1 第5回検討委員会 桜台小中給食のあり方について検討①

2

3

4

5

6 第6回検討委員会 桜台小中給食のあり方について検討②

7

8 第７回検討委員会 提言まとめ
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    財政推計の見直しと 

財政健全化の取組 

 
 

令和２（2020）年度～令和１２（2030）年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０（2018）年８月策定 

令和元 （2019）年８月改訂 

令和２ （2020）年４月改訂 

令和２ （2020）年８月改訂 

白井市 



改訂の履歴 

年月日 改訂内容 

令和元（2019）年８月 第５次総合計画後期基本計画の策定に当たり、今後の中

長期的な財政状況を把握し、同計画の策定の基礎資料とす

るため、最新の制度や事業計画等に基づいて改訂しました。

令和２（2020）年４月 第５次総合計画後期基本計画の実効性を確保するため、

計画期間における財政の収支を見込んだ「財政の見通し」

を踏まえて改訂しました。 

令和２（2020）年８月  令和２年度普通交付税の算定結果及び防災行政無線のデ

ジタル化更新事業の前倒しを踏まえて改訂しました。 

 



１ 財政推計の見直しと財政健全化の取組の策定の経緯 

  平成３０（2018）年度の当初予算は、財源不足により財政調整基金の取り崩し額

を前年度より１億５千万円以上増やす大変厳しい予算編成となりました。その結果、

予定していた小中学校のエアコン設置については、事業実施後も維持管理費等の経費

を要することから、第５次総合計画後期実施計画に位置付けたうえで財源等の見通し

を立てて実施することとし、平成３０（2018）年度の事業着手を見送りました。 

  今後も公共施設の老朽化への対応、人口減少や少子化・高齢化の進展による税収の

減少など厳しい財政運営が見込まれますが、国の制度変更等に伴う扶助費の増加や小

中学校の耐震改修や庁舎整備などの大規模事業に伴う公債費の増加などにより、第５

次総合計画策定時に行った財政推計と現状の間には乖離が生じています。 

そこで、計画的かつ持続可能な行財政運営を進めるうえで今後の中長期的な財政状況

を把握するために、現状と今後の傾向を捉え、かつ、小中学校のエアコン設置を考慮し

て財政推計を見直すこととしました。なお、小中学校のエアコン設置については、児童

生徒の安全、健康を守るための猛暑対策が緊急の課題であることを考慮し、平成３１

（2019）年度に全小中学校の普通教室にエアコンを設置し、稼働する想定で財政推計

をしています。 

また、第５次総合計画策定時に行った財政推計と現状の間の差は主に歳出の義務的経

費増大によることから、財政推計の見直しと併せて、財政健全化の取組を平成３０

（2018）年８月に策定しました（以下、これを「前回推計」という。）。 

 

２ 財政推計と財政健全化の取組の期間 

  財政推計と財政健全化の取組の期間は、令和２（2020）年度から令和１２（2030）

年度までの１１年間とします。 

  財政推計については、団塊の世代が後期高齢者となる令和７（2025）年度を一つ

の分岐点と捉え、その後の状況を見据えた取組ができるように長期間の推計とします

が、後年度になるほど各種制度の変更等不透明な要素が増えることから、第５次総合

計画の期間である令和７（2025）年度までを基本とし、令和８（2026）年度から

の５年間は参考値とします。 
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3
0
1
,9
4
1
1
,8
4
1
1
,9
6
8
2
,0
6
9
1
6
,9
1
6
1
,8
6
7
2
,0
5
8
2
,2
6
1
2
,3
0
2
2
,3
3
8
2
7
,7
4
2

そ
の
ほ
か

3
,4
9
5
2
,9
0
3
2
,8
6
1
2
,8
3
9
2
,8
0
1
2
,7
8
3
2
,7
3
3
2
,6
5
2
2
,6
4
3
2
5
,7
1
0
2
,6
4
2
2
,6
4
0
2
,6
3
5
2
,6
3
2
2
,6
2
7
3
8
,8
8
6

歳
入
合
計

2
2
,5
4
3
2
1
,6
1
6
2
0
,7
4
2
2
1
,1
0
0
2
0
,7
1
2
2
1
,4
1
0
2
0
,3
8
1
2
0
,7
3
1
2
1
,2
7
4
1
9
0
,5
0
9
2
0
,3
9
9
2
0
,3
4
2
2
0
,4
6
5
2
0
,6
5
4
2
0
,5
1
3
2
9
2
,8
8
2

人
件
費

3
,4
3
8
3
,3
7
7
2
,8
6
6
3
,7
9
4
3
,7
6
7
3
,7
8
2
3
,8
0
6
4
,0
1
6
4
,0
5
1
3
2
,8
9
7
4
,0
4
4
4
,0
6
3
4
,0
8
7
4
,1
0
3
4
,1
3
9
5
3
,3
3
3

物
件
費

3
,0
7
2
2
,9
6
5
3
,0
7
9
3
,1
8
6
3
,5
3
7
3
,5
2
4
3
,6
3
6
3
,6
2
3
3
,6
3
2
3
0
,2
5
4
3
,5
8
6
3
,5
7
6
3
,5
9
3
3
,6
0
1
3
,5
7
2
4
8
,1
8
2

扶
助
費

4
,4
0
5
4
,4
4
4
4
,7
4
8
4
,5
6
8
4
,5
6
0
4
,5
6
9
4
,5
8
3
4
,6
0
1
4
,6
3
8
4
1
,1
1
6
4
,6
2
2
4
,5
9
2
4
,5
5
9
4
,5
2
7
4
,4
9
6
6
3
,9
1
2

補
助
費
等

2
,3
1
2
2
,3
5
8
2
,4
8
2
2
,5
7
0
2
,8
1
5
2
,9
9
5
2
,7
4
6
2
,7
3
7
2
,7
0
2
2
3
,7
1
7
2
,5
9
5
2
,6
2
4
2
,6
3
5
2
,6
2
3
2
,6
3
8
3
6
,8
3
2

普
通
建
設
事
業
費

3
,5
3
7
3
,0
1
2
2
,0
0
1
2
,7
1
7
1
,8
2
2
2
,2
6
6
1
,2
5
8
1
,4
1
5
1
,8
3
0
1
9
,8
5
8
1
,2
0
1
1
,0
4
9
1
,0
2
7
1
,1
7
7
1
,0
3
5
2
5
,3
4
7

公
債
費

1
,5
4
2
1
,6
2
9
1
,8
3
7
1
,7
5
7
1
,7
9
3
1
,8
4
9
1
,8
5
1
1
,8
3
8
1
,8
2
7
1
5
,9
2
3
1
,8
2
9
1
,8
8
6
1
,9
7
7
1
,9
9
4
1
,9
6
6
2
5
,5
7
5

そ
の
ほ
か

3
,2
3
8
3
,0
0
5
2
,7
3
2
2
,5
0
8
2
,4
1
8
2
,4
2
5
2
,5
0
1
2
,5
0
1
2
,5
9
4
2
3
,9
2
2
2
,5
2
1
2
,5
5
2
2
,5
8
7
2
,6
2
8
2
,6
6
7
3
6
,8
7
7

歳
出
合
計

2
1
,5
4
4
2
0
,7
8
9
1
9
,7
4
6
2
1
,1
0
0
2
0
,7
1
2
2
1
,4
1
0
2
0
,3
8
1
2
0
,7
3
1
2
1
,2
7
4
1
8
7
,6
8
7
2
0
,3
9
9
2
0
,3
4
2
2
0
,4
6
5
2
0
,6
5
4
2
0
,5
1
3
2
9
0
,0
6
0

9
9
9

8
2
7

9
9
6

0
0

0
0

0
0
2
,8
2
2

0
0

0
0

0
2
,8
2
2

2
,6
2
7
2
,6
5
2
2
,4
1
5
2
,2
9
6
2
,0
3
8
1
,5
4
5
1
,1
9
5

5
3
7

0
（
-
1
6
1
）

-
0

（
-
5
9
9
）

0
（
-
1
,3
0
2
）

0
（
-
2
,1
7
1
）

0
（
-
3
,0
9
1
）

0
（
-
4
,0
6
7
）

-

繰
入
金
（
－
）
※
１

6
6
6

6
6
3

7
3
6

5
2
0

6
8
0

9
0
7

7
7
9
1
,0
6
5
1
,1
1
3
7
,1
2
9

8
6
3
1
,1
1
2
1
,2
7
5
1
,3
3
0
1
,3
8
9
1
3
,0
9
8

積
立
金
（
＋
）
※
２

6
0
8

6
8
8

4
9
9

4
0
1

4
2
2

4
1
4

4
2
8

4
0
8

4
1
5
4
,2
8
3

4
2
5

4
0
8

4
0
7

4
0
9

4
1
3
6
,3
4
5

※
財

政
推

計
の

表
の

見
方

、
財

政
推

計
に

当
た

っ
て

の
不

確
定

要
素

は
、

３
ペ

ー
ジ

の
と

お
り

で
す

。

歳 出 歳
入
歳
出
差
引
額

財
政
調
整
基
金
年
度
末
残

高
（
括
弧
は
不
足
額
）

増 減

令
和
8
年
度

（
2
0
2
6
年
度
）

歳 入

科
目

平
成
2
9
年
度

（
2
0
1
7
年
度
）

決
算

平
成
3
0
年
度

（
2
0
1
8
年
度
）

決
算

平
成
3
1
年
度

（
2
0
1
9
年
度
）

決
算
見
込
み

第
５
次
総
合
計
画
期
間

小
計

参
考
値

合
計

前
期
基
本
計
画
期
間

後
期
基
本
計
画
期
間

令
和
4
年
度

（
2
0
2
2
年
度
）

令
和
5
年
度

（
2
0
2
3
年
度
）

令
和
6
年
度

（
2
0
2
4
年
度
）

令
和
7
年
度

（
2
0
2
5
年
度
）

令
和
9
年
度

（
2
0
2
7
年
度
）

令
和
1
0
年
度

（
2
0
2
8
年
度
）

令
和
1
1
年
度

（
2
0
2
9
年
度
）

令
和
1
2
年
度

（
2
0
3
0
年
度
）

令
和
2
年
度

（
2
0
2
0
年
度
）

令
和
3
年
度

（
2
0
2
1
年
度
）
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≪
財

政
推

計
の

表
の

見
方

≫

※
１

　
財

源
不

足
を

補
う

た
め

に
財

政
調

整
基

金
か

ら
取

り
崩

す
額

で
、

表
中

の
歳

入
項

目
「

繰
入

金
・

繰
越

金
」

の
内

数
で

す
。

※
２

　
前

年
度

の
決

算
で

余
っ

た
お

金
を

財
政

調
整

基
金

に
積

み
立

て
る

額
で

、
表

中
の

歳
出

項
目

「
そ

の
ほ

か
」

の
内

数
で

す
。

※
３

　
表

中
の

数
値

は
四

捨
五

入
し

て
い

る
た

め
、

合
計

額
が

一
致

し
な

い
場

合
が

あ
り

ま
す

。

≪
財

政
推

計
に

当
た

っ
て

の
主

な
不

確
定

要
素

≫

　
【
歳
入
・
歳
出
全
般
】

　
　

令
和

元
年

に
発

生
が

確
認

さ
れ

た
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
ィ

ル
ス

の
感

染
拡

大
に

よ
り

、
雇

用
や

経
済

、
市

民
生

活
な

ど
へ

の
影

響
が

懸
念

さ
れ

ま
す

が
、

　
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
ィ

ル
ス

感
染

症
の

終
息

の
見

通
し

が
立

た
な

い
た

め
、

そ
の

影
響

は
見

込
ん

で
い

ま
せ

ん
。

　
【
歳
出
：
補
助
費
等
】

　
　

一
部

事
務

組
合

へ
の

負
担

金
に

つ
い

て
は

、
焼

却
炉

の
更

新
な

ど
増

額
が

見
込

ま
れ

ま
す

が
、

事
業

費
や

実
施

時
期

な
ど

が
決

定
し

て
い

な
い

た
め

、

　
見

込
ん

で
い

ま
せ

ん
。
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４ 財政健全化の取組項目（予定） 

 （１） 歳出削減のための取組 
ア 人件費等の削減 
  特別職報酬や管理職手当の削減など自助努力による人件費の削減に取り組むとと 

 もに、事務の効率化・簡素化と行政組織のスリム化により職員数の抑制を図り、人件 

 費等を削減します。 

取組項目 取組内容 

①特別職報酬の削減 
特別職の報酬を、市長１０％、副市長５％、教育長２％

削減します。 

②管理職・管理職手当の削減
行政組織のスリム化によって課長職を抑制するととも

に、管理職手当を１０％削減します。 

③職員数の抑制 

業務の外部委託等を積極的に活用することで行政組織

のスリム化を図り、職員数を抑制するとともに、人件

費を削減します。 

④学校補助教員等の採用数の

 見直し 

児童生徒数の減少に併せ、学校補助教員等の採用数を

抑制し、経費を削減します。 

イ 公共施設等のあり方の見直し 
  市が保有する公共施設等は、昭和５４年の千葉ニュータウンの街開きを契機に集中 

 的に整備しており、今後は一斉に建替等の更新時期を迎える見込みです。今後、公共 

 施設等をどのように更新し、維持管理していくのか、統廃合を視野に入れながらコス 

 トを削減します。 

取組項目 取組内容 

①社会教育施設や各センター

のあり方の見直し 

人口減少や少子高齢化を見据え、市民ニーズや利便性

の観点から、改修やあり方の見直しを行います。 

②桜台小・中学校の自校式 

 給食の見直し 

桜台小・中学校の自校式の給食調理場の老朽化に伴い、

最新設備を備えた学校給食共同調理場へ移行します。 

③出張所の窓口の廃止 

マイナンバーカードの取得率を高め、住民票などのコ

ンビニ交付を積極的に推進することにより、段階的に

出張所窓口を廃止します。 

ウ 事務事業の廃止や見直しによる経費削減 
  当初の目的を達成した事業や成果が上がっていない事業の廃止を徹底し、また、事 

 務事業を見直すことにより経費を削減します。 

取組項目 取組内容 

①イベントの統廃合 
同種同様のイベントなどについては、原則として統廃

合します。 

②土地の賃借廃止 
土地の利用状況を把握し、利用目的が薄れている土地

については賃借を廃止します。 

③家庭ごみの有料化による 

 ごみ処理料の削減 

家庭ごみを有料化することにより、ごみ総量を縮減し

ます。 

④その他事務事業の廃止や見

直しによる経費の削減 

継続的に事務事業の目的や効果を検証し、事業の廃止

や事務事業を見直します。 
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 （２） 歳入確保のための取組 
ア 財源の確保 
  公有財産や市が保有する資源の利活用を徹底し、財源を確保します。また、企業誘

致により新たな税収を確保します。 

取組項目 取組内容 

①普通財産の売却 

「白井市公有財産利活用基本方針」に基づき、将来的に

利用の見込みがなく、民間へ売却しても特に支障がない

普通財産については売却します。 

②企業誘致の推進 
都市マスタープランの土地利用の方針に定める公益的施

設誘導地区に企業誘致を進め、新たな税収を確保します。

③赤道の市道認定の促進 

赤道を市道認定することにより、普通交付税などの増加

が見込めることから、赤道の市道認定を促進し、普通交

付税などの増収を図ります。 

 イ 受益者負担の適正化 
  受益者負担の原則を徹底することにより、負担の公平性・公正性を確保します。 

取組項目 取組内容 

①無料の公の施設の利用料

 金の有料化 

無料の公の施設について、受益者負担の公平性の観点から、

有料化を検討し、適正な使用料・利用料金を徴収します。

②上下水道料金の適正化 

一般会計からの基準外繰入を行っている下水道会計及び

水道会計については、独立採算制の原則に基づき、下水道

料金及び市営水道料金の改定を行います。 

③その他市民サービスに対

 する受益者負担の適正化

市民サービスに対する受益者負担については、公平性の観

点から負担額の見直しや所得に応じた負担額の設定等を

行い、適正化を図ります。 

 （３） 財政健全化の取組による効果額 
    財政健全化の取組を着実に実行することにより、令和２（2020）年度から令和

１２（2030）年度までの効果額は、累計で４９億５，４００万円以上と見込んで

います。 

    なお、前回推計時と比較して、財政健全化の取組内容が具体化した次の項目につ

いては効果額を見直しています。 

取組項目 見直し理由 

（１）-ア-③ 

職員数の抑制 

平成３０（2018）年９月の白井市定員管理指針の見直しと、

令和４（2022）年度から公務員の定年が２年に１歳ずつ延長

することを見込んだため。 

（１）-イ-② 

桜台小・中学校の自校

式給食の見直し 

桜台小・中学校の自校式給食について、令和３年度以降も当分

の間、現状のままとし、同校の学校給食のあり方について改め

て検討することとしたため。 

（２）-ア-③ 

赤道の市道認定の促進

令和３（2021）年度から５年間かけて赤道の市道認定を行う

こととしたため。 

（２）-イ-② 

上下水道料金の適正化

白井市上下水道審議会の答申どおり、市営水道料金を令和 2

（2020）年度から 15％値上げすることとしたため。 

    今後も、財政健全化の取組については、その必要性をしっかりと市民に対して説

明し、理解を得ながら進めていきます。 
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５
　

財
政

推
計

（
財

政
健

全
化

の
取

組
を

行
う

場
合

）
　

財
政

健
全

化
の

取
組

を
行

う
こ

と
に

よ
り

、
令

和
１

２
（

2
0

3
0

）
年

度
末

に
財

政
調

整
基

金
残

高
を

８
億

８
，

６
０

０
万

円
確

保
で

き
る

見
込

み
で

す
。

【
百
万
円
】

地
方
税

9
,1
5
1
9
,1
1
8
9
,2
8
2
9
,2
5
7
9
,1
6
4
9
,1
7
3
9
,1
8
1
9
,1
0
3
9
,1
1
2
8
2
,5
4
1
9
,0
9
6
9
,0
1
3
9
,0
1
4
9
,0
1
1
8
,9
3
3
1
2
7
,6
0
8

地
方
交
付
税

9
3
7

9
9
6
1
,1
2
6
1
,0
7
8
1
,2
3
1
1
,3
2
1
1
,3
1
3
1
,3
5
9
1
,3
5
0
1
0
,7
1
1
1
,3
4
1
1
,3
8
6
1
,3
7
7
1
,3
6
8
1
,4
1
0
1
7
,5
9
3

国
庫
支
出
金

2
,7
2
5
2
,6
4
5
2
,8
6
2
3
,1
1
2
2
,8
8
0
3
,1
4
3
2
,8
3
5
3
,0
2
0
3
,0
4
2
2
6
,2
6
4
2
,8
7
5
2
,7
8
1
2
,7
1
9
2
,8
1
3
2
,7
4
1
4
0
,1
9
3

県
支
出
金

1
,0
4
1
1
,0
8
0
1
,2
0
0
1
,3
6
0
1
,2
5
0
1
,2
6
5
1
,2
6
5
1
,2
6
8
1
,3
2
0
1
1
,0
4
9
1
,2
6
0
1
,2
6
3
1
,2
7
8
1
,2
4
7
1
,2
4
2
1
7
,3
3
9

地
方
債

3
,2
2
7
3
,0
2
9
1
,5
4
2
1
,7
6
4
1
,6
5
6
1
,7
8
4
1
,2
1
3
1
,3
6
1
1
,7
3
8
1
7
,3
1
4
1
,3
1
6
1
,2
0
1
1
,1
8
0
1
,2
8
2
1
,2
2
2
2
3
,5
1
5

繰
入
金
・
繰
越
金

1
,9
6
6
1
,8
4
4
1
,8
6
9
1
,6
8
8
1
,7
3
0
1
,9
4
1
1
,8
4
1
1
,9
6
8
2
,0
6
9
1
6
,9
1
6
1
,8
6
7
2
,0
5
8
2
,2
6
1
2
,3
0
2
2
,3
3
8
2
7
,7
4
2

そ
の
ほ
か

3
,4
9
5
2
,9
0
3
2
,8
6
1
2
,8
3
9
2
,8
0
1
2
,7
8
3
2
,7
3
3
2
,6
5
2
2
,6
4
3
2
5
,7
1
0
2
,6
4
2
2
,6
4
0
2
,6
3
5
2
,6
3
2
2
,6
2
7
3
8
,8
8
6

歳
入
合
計

2
2
,5
4
3
2
1
,6
1
6
2
0
,7
4
2
2
1
,1
0
0
2
0
,7
1
2
2
1
,4
1
0
2
0
,3
8
1
2
0
,7
3
1
2
1
,2
7
4
1
9
0
,5
0
9
2
0
,3
9
9
2
0
,3
4
2
2
0
,4
6
5
2
0
,6
5
4
2
0
,5
1
3
2
9
2
,8
8
2

人
件
費

3
,4
3
8
3
,3
7
7
2
,8
6
6
3
,7
9
4
3
,7
6
7
3
,7
8
2
3
,8
0
6
4
,0
1
6
4
,0
5
1
3
2
,8
9
7
4
,0
4
4
4
,0
6
3
4
,0
8
7
4
,1
0
3
4
,1
3
9
5
3
,3
3
3

物
件
費

3
,0
7
2
2
,9
6
5
3
,0
7
9
3
,1
8
6
3
,5
3
7
3
,5
2
4
3
,6
3
6
3
,6
2
3
3
,6
3
2
3
0
,2
5
4
3
,5
8
6
3
,5
7
6
3
,5
9
3
3
,6
0
1
3
,5
7
2
4
8
,1
8
2

扶
助
費

4
,4
0
5
4
,4
4
4
4
,7
4
8
4
,5
6
8
4
,5
6
0
4
,5
6
9
4
,5
8
3
4
,6
0
1
4
,6
3
8
4
1
,1
1
6
4
,6
2
2
4
,5
9
2
4
,5
5
9
4
,5
2
7
4
,4
9
6
6
3
,9
1
2

補
助
費
等

2
,3
1
2
2
,3
5
8
2
,4
8
2
2
,5
7
0
2
,8
1
5
2
,9
9
5
2
,7
4
6
2
,7
3
7
2
,7
0
2
2
3
,7
1
7
2
,5
9
5
2
,6
2
4
2
,6
3
5
2
,6
2
3
2
,6
3
8
3
6
,8
3
2

普
通
建
設
事
業
費

3
,5
3
7
3
,0
1
2
2
,0
0
1
2
,7
1
7
1
,8
2
2
2
,2
6
6
1
,2
5
8
1
,4
1
5
1
,8
3
0
1
9
,8
5
8
1
,2
0
1
1
,0
4
9
1
,0
2
7
1
,1
7
7
1
,0
3
5
2
5
,3
4
7

公
債
費

1
,5
4
2
1
,6
2
9
1
,8
3
7
1
,7
5
7
1
,7
9
3
1
,8
4
9
1
,8
5
1
1
,8
3
8
1
,8
2
7
1
5
,9
2
3
1
,8
2
9
1
,8
8
6
1
,9
7
7
1
,9
9
4
1
,9
6
6
2
5
,5
7
5

そ
の
ほ
か

3
,2
3
8
3
,0
0
5
2
,7
3
2
2
,5
0
8
2
,4
1
8
2
,4
2
5
2
,5
0
1
2
,5
0
1
2
,5
9
4
2
3
,9
2
2
2
,5
2
1
2
,5
5
2
2
,5
8
7
2
,6
2
8
2
,6
6
7
3
6
,8
7
7

歳
出
合
計

2
1
,5
4
4
2
0
,7
8
9
1
9
,7
4
6
2
1
,1
0
0
2
0
,7
1
2
2
1
,4
1
0
2
0
,3
8
1
2
0
,7
3
1
2
1
,2
7
4
1
8
7
,6
8
7
2
0
,3
9
9
2
0
,3
4
2
2
0
,4
6
5
2
0
,6
5
4
2
0
,5
1
3
2
9
0
,0
6
0

9
9
9

8
2
7

9
9
6

0
0

0
0

0
0
2
,8
2
2

0
0

0
0

0
2
,8
2
2

-
-

上
表
に

反
映

1
9
0

2
7
5

3
7
8

4
0
6

4
5
5

4
7
4
2
,1
7
7

5
2
7

5
3
3

5
6
2

5
7
4

5
8
0
4
,9
5
4

2
,6
2
7
2
,6
5
2
2
,4
1
5
2
,4
8
5
2
,5
0
2
2
,3
8
8
2
,4
4
3
2
,2
4
1
2
,0
1
6

-
2
,1
0
6
1
,9
3
5
1
,6
2
8
1
,2
8
2

8
8
6

-

繰
入
金
（
－
）

6
6
6

6
6
3

7
3
6

3
3
0

4
0
5

5
2
9

3
7
3

6
1
0

6
3
9
4
,9
5
1

3
3
6

5
7
9

7
1
3

7
5
6

8
0
9
8
,1
4
4

積
立
金
（
＋
）

6
0
8

6
8
8

4
9
9

4
0
1

4
2
2

4
1
4

4
2
8

4
0
8

4
1
5
4
,2
8
3

4
2
5

4
0
8

4
0
7

4
0
9

4
1
3
6
,3
4
5

※
財

政
推

計
の

表
の

見
方

、
財

政
推

計
に

当
た

っ
て

の
不

確
定

要
素

は
、

３
ペ

ー
ジ

の
と

お
り

で
す

。

歳
入
歳
出
差
引
額

財
政
健
全
化
の
取
組

み
効
果
額

財
政
調
整
基
金
年
度
末
残
高

増 減歳 出歳 入

科
目

令
和
1
1
年
度

（
2
0
2
9
年
度
）

平
成
2
9
年
度

（
2
0
1
7
年
度
）

決
算

平
成
3
0
年
度

（
2
0
1
8
年
度
）

決
算

平
成
3
1
年
度

（
2
0
1
9
年
度
）

決
算
見
込
み

合
計

前
期
基
本
計
画
期
間

後
期
基
本
計
画
期
間

令
和
4
年
度

（
2
0
2
2
年
度
）

令
和
5
年
度

（
2
0
2
3
年
度
）

令
和
6
年
度

（
2
0
2
4
年
度
）

令
和
7
年
度

（
2
0
2
5
年
度
）

令
和
2
年
度

（
2
0
2
0
年
度
）

令
和
3
年
度

（
2
0
2
1
年
度
）

第
５
次
総
合
計
画
期
間

合
計

参
考
値

令
和
8
年
度

（
2
0
2
6
年
度
）

令
和
1
2
年
度

（
2
0
3
0
年
度
）

令
和
9
年
度

（
2
0
2
7
年
度
）

令
和
1
0
年
度

（
2
0
2
8
年
度
）
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≪
財

政
健

全
化

の
取

組
効

果
額

≫

　
財

政
健

全
化

の
取

組
ご

と
の

効
果

額
は

、
以

下
の

と
お

り
見

込
ん

で
い

ま
す

。
た

だ
し

、
現

時
点

で
効

果
額

を
算

定
で

き
な

い
取

組
も

あ
る

た
め

、
そ

の
効

果
額

に
つ

い
て

は
、

今
後

の
財

政
推

計
の

見
直

し
の

際
に

追
加

す
る

こ
と

と
し

ま
す

。

【
百
万
円
】

1
5
4

2
3
2

2
6
5

2
9
2

3
4
1

3
5
9
1
,6
4
3

3
8
2

3
8
7

4
1
6

4
2
8

4
3
3
3
,6
8
9

2
2

2
2

2
2

1
2

2
2

2
2

2
2
2

9
9

9
9

9
9

5
4

9
9

9
9

9
9
9

1
1
3

1
9
1

2
2
4

2
3
8

2
7
4

2
7
9
1
,3
1
9

2
8
2

2
7
6

3
0
5

3
1
7

3
2
2
2
,8
2
1

3
0

3
0

3
0

3
0

3
0

3
0

1
8
0

3
0

3
0

3
0

3
0

3
0

3
3
0

0
8

8
8

8
8

4
0

1
3

2
6

3
9

7
8

5
1

6
2

6
2

6
2

6
2

3
7
7

3
5

4
3

1
1
3

1
1
4

1
1
4

1
1
5

5
3
4

1
4
5

1
4
6

1
4
6

1
4
6

1
4
7
1
,2
6
4

0
3
0

3
0

3
0

3
0

3
0

1
5
0

5
0

5
0

5
0

5
0

2
0
0

5
0

5
0

5
0

5
0

5
0

4
5
0

2
0

2
0

2
0

2
0

8
0

2
0

2
0

2
0

2
0

2
0

1
8
0

3
5

4
3

4
3

4
4

4
4

4
5

2
5
4

4
5

4
6

4
6

4
6

4
7

4
8
4

1
9
0

2
7
5

3
7
8

4
0
6

4
5
5

4
7
4
2
,1
7
7

5
2
7

5
3
3

5
6
2

5
7
4

5
8
0
4
,9
5
4

令
和
1
2
年
度

（
2
0
3
0
年
度
）

令
和
6
年
度

（
2
0
2
4
年
度
）

平
成
3
1
年
度

（
2
0
1
9
年
度
）

令
和
2
年
度

（
2
0
2
0
年
度
）

令
和
3
年
度

（
2
0
2
1
年
度
）

令
和
4
年
度

（
2
0
2
2
年
度
）

令
和
5
年
度

（
2
0
2
3
年
度
）

合
計

行
政

６ ペ ー ジ の 上 表 に 反 映

特
別
職
報
酬
の
削
減

管
理
職
・
管
理
職
手
当
の
削
減

職
員
数
の
抑
制
（
3
9
8
人
→
3
6
2
人
に
抑
制
）

事
務
事
業
の
廃
止
や
見
直
し
に
よ
る
経
費
削
減

企
業
誘
致
の
推
進

令
和
7
年
度

（
2
0
2
5
年
度
）

合
計

令
和
8
年
度

（
2
0
2
6
年
度
）

令
和
9
年
度

（
2
0
2
7
年
度
）

令
和
1
0
年
度

（
2
0
2
8
年
度
）

令
和
1
1
年
度

（
2
0
2
9
年
度
）

赤
道
の
市
道
認
定
の
促
進

市
民
（
受
益
者
）

社
会
教
育
施
設
や
各
セ
ン
タ
ー
の
あ
り
方
の
見
直
し
（
※
１
）

桜
台
小
・
中
学
校
の
自
校
式
給
食
の
見
直
し
（
※
２
）

家
庭
ご
み
の
有
料
化
に
よ
る
ご
み
処
理
料
の
削
減
（
※
３
）

市
営
水
道
料
金
の
適
正
化
（
※
４
）

　
　

程
度

と
な

り
、

3
0

円
程

度
の

負
担

増
と

な
り

ま
す

。

※
４

　
白

井
市

上
下

水
道

審
議

会
か

ら
の

答
申

ど
お

り
市

営
水

道
料

金
を

令
和

2
（

2
0

2
0

）
年

度
か

ら
1

5
％

値
上

げ
す

る
こ

と
と

し
、

一
般

会
計

か
ら

水
道

会
計

へ
の

繰
出

金

　
　

の
軽

減
額

を
効

果
額

と
し

て
見

込
ん

で
い

ま
す

。

合
計

※
１

　
各

セ
ン

タ
ー

（
出

張
所

を
含

む
）

を
整

理
・

統
廃

合
し

た
場

合
に

、
セ

ン
タ

ー
の

維
持

・
管

理
・

運
営

に
係

る
コ

ス
ト

の
削

減
額

を
効

果
額

と
し

て
見

込
ん

で
い

ま
す

。

※
２

　
桜

台
小

・
中

学
校

の
給

食
調

理
業

務
を

学
校

給
食

共
同

調
理

場
に

一
元

化
し

た
場

合
に

、
桜

台
小

・
中

学
校

給
食

室
の

維
持

・
管

理
や

給
食

調
理

業
務

に
係

る
コ

ス
ト

の

　
　

削
減

額
を

効
果

額
と

し
て

見
込

ん
で

い
ま

す
。

※
３

　
可

燃
ご

み
の

有
料

化
を

導
入

し
た

場
合

に
、

他
市

で
は

ご
み

量
が

7
.5

％
減

量
し

た
と

い
う

事
例

に
基

づ
い

て
、

ご
み

処
理

を
行

う
印

西
地

区
環

境
整

備
事

業
組

合
へ

の

　
　

負
担

金
の

軽
減

額
を

効
果

額
と

し
て

見
込

ん
で

い
ま

す
。

な
お

、
こ

の
場

合
、

ご
み

袋
の

販
売

価
格

は
、

4
5

リ
ッ

ト
ル

大
袋

１
枚

当
た

り
で

現
行

の
6

円
程

度
か

ら
3

6
円

7



【全体項目】

【歳入】

項目

　令和２年度の普通交付税額を基礎数値として、令和2年度と推計年度の市民税の状
況を考慮して推計する。

　歳出で見込んだ事業費に補助率を乗じて推計する。

　歳出で見込んだ事業費に補助率を乗じて推計する。

・建設事業債
　歳出で見込んだ事業費に借入率を乗じて推計する。
・臨時財政対策債
　令和２年度の発行可能額で推計する。

　主に公共施設の建設などの際に、世代間の負担の公平性を確保するため、建設事業費の
一部として、国や金融機関などから長期間借り入れるお金のこと。
　建設事業債のほか、国の地方交付税の財源が不足しているため、当該不足分に対して市
が借り入れる臨時財政対策債がある。

地方債
（借入金）

地方交付税

　国が地方公共団体間の財政力を調整するために、法人税やたばこ税などの国税5税の一
部を市町村へ交付するお金のこと。

国庫支出金

　特定の事業に対して国から収入される負担金や補助金などのこと。

県支出金

　特定の事業に対して県から収入される負担金や補助金などのこと。

６　財政推計　前提条件

・令和２年４月改訂版では、前回推計をベースに令和2年度当初予算を踏まえて次の要件に該当する項目につ
いて見直しを行った。
　①後期実施計画に位置付ける予定のもの
　②前回推計後に国や県の制度改正があった（制度の詳細が判明したものを含む。）もの
　③前回推計後に行政経営戦略会議において事業の実施や拡充等の意思決定をしたもの
　④令和2年度当初予算と現行推計との乖離が大きく見直す必要があるもの
　⑤会計年度任用職員に係るもの
・令和２年８月改訂版では、令和２年４月改訂版をベースに令和２年度普通交付税算定結果及び防災行政無
線デジタル化更新事業の前倒しを反映するとともに、これらに伴う地方債の借入額の見直しを公債費に反映
した。
・推計期間は、令和2年度から令和12年度とする。ただし、長期間の推計となり、後年度になるほど各種制
度の方向性が不透明なことから、第5次総合計画期間終了後の令和8年度以後は参考数値とする。
・推計に当たっては、事業ごとに経費及び財源を積算し、それを積み上げて推計する。
・推計値の算定に必要な人口は、第５次総合計画の策定に当たって平成26年12月に作成した人口推計を採
用する。ただし、人口推計と平成30年4月現在における人口の年齢構成の差異については、現状に合わせて
補正している。

内容・推計方法

地方税
（市税）

　市民税、固定資産税など、サービスを賄うための財源として、市民や企業などからおさ
めていただく税金のこと。

　令和2年度当初予算額をベースとして、個別の税目ごとに条件を設定して、徴収率
を乗じて推計する。
～主な税目の推計方法～
・個人市民税
　人口推計による人口変動を考慮し推計する。
・法人市民税
　令和2年度以後の法人税割の税率改正（9.7％→6.0％）による影響、企業誘致の
状況を考慮して推計する。
・固定資産税・都市計画税
　土地、家屋に対する課税は、3年に1回、課税の基礎となる評価額の見直し（評価
替え）を行っている。
　土地は、下落傾向にあるため、各年度において、前年度見込み額から0.5％下落す
るものとして推計する。
　家屋は、平成30年度の評価替えの実績から、評価替え年度に平均4％の下落を見
込むとともに、新築家屋や企業誘致の状況を考慮して推計する。
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・地方譲与税
　過去の実績に基づき推計する。
・税交付金
　過去の実績に基づき推計する。
　ただし、地方消費税交付金は、令和元年10月からの地方消費税の税率改正などを
考慮して推計する。
　新たな環境性能割の交付金については、経済産業省の税制改正資料（平成28年2
月）を基に見込む。
・負担金及び分担金、使用料及び手数料
　過去の実績に基づき推計する。

【歳出】

項目

　人口変動の影響を受けるものは、人口推計を考慮して推計する。
　後期実施計画に位置付ける予定の事業や各種計画に位置付けている事業について
は、当該計画に基づき推計し、それ以外については、現行の制度（詳細が判明してい
る制度変更を含む。）や事業内容が継続するものとして推計する。

　職員数は、令和４年度から定年延長が導入され、２年ごとに1歳ずつ定年年齢が上
がり、令和1２年度に65歳定年になると仮定し、原則として定年退職分を新規採用
で補充するものとして推計する。
　一般職員人件費は、令和２年度当初予算額に、退職者、新規採用職員や再任用する
職員の人数、職員一人当たりの平均昇給率を加味して推計する。退職手当負担金は、
千葉県市町村総合事務組合が平成31年度から令和5年度までの5年間について、退職
手当負担金の積算根拠を変更したことを反映し、令和6年度以後は平成30年度ベー
スで推計した。
　また、地方公務員法の改正に伴い、令和2年度から新たに会計年度任用職員制度が
導入されたため、令和２年度予算で計上した報酬（給料）や手当等をベースに推計し
た。

繰入金・繰越金

・繰入金
　特定の事業に充てたり、当該年度の財源不足を補うため、基金（市の預金）を取り崩す
お金のこと。
・繰越金
　前年度の決算で余ったお金のこと。

・繰入金
　特定の事業に充てる繰入金は、歳出で見込んだ事業費に応じて推計し、財源不足を
補う繰入金は、当該年度の財源不足額で推計する。
・繰越金
　過去の実績に基づき、前年度歳出合計の4％で推計する。

　職員に対する給料や、議員・各委員会の委員への報酬などのこと。

内容・推計方法

共通事項

　歳出全体に共通する事項

人件費

そのほか

～そのほかの主な項目～
・地方譲与税
　国が徴収した税金を一定の配分により市町村へ交付するお金のこと。地方揮発油譲与
税、自動車重量譲与税などがある。

・税交付金
　県が徴収した税金を一定の配分により市町村へ交付するお金のこと。利子割交付金、配
当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、環境
性能割交付金などがある。

・分担金及び負担金
　特定の事業の財源として、その事業により利益を受ける人から徴収するお金のこと。

・使用料及び手数料
　市の施設などを利用する人や、市のサービスを受ける人から、その対価として徴収する
お金のこと。
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　共通事項のとおりである。
　なお、賃金については、令和2年度から会計年度任用職員制度に移行したため、見
込まない。

　共通事項のほか、地方消費税交付金の税率改正による増収見込み分のうち、社会保
障財源化相当分を計上する。

　前期実施計画や各種計画に位置付けている事業については、当該計画に基づき推計
し、それ以外については、過去の実績に基づき推計する。

　既に借り入れている地方債に加えて、歳入の地方債で新たに見込んだ額を借り入れ
るものとして推計する。

・維持補修費
　前期実施計画や各種計画に位置付けている事業については、当該計画に基づき推計
し、それ以外については、過去の実績に基づき推計する。
・繰出金
　各特別会計が、各種計画や現行の制度、人口推移などを考慮して推計した上で、安
定した運営に必要な経費を推計する。なお下水道事業への繰出金については、法適化
に伴い、平成３１年度まではそのほか（繰出金）、令和２年度以降は補助費等及びそ
のほか（出資金）として計上している。

【行政経営改革の効果】

物件費

　主に消費的な性質をもつ経費で、旅費、消耗品費、備品購入費、委託料などのこと。

行政経営改革
効果額

　財源不足を補うため、市長・副市長・教育長の報酬の減額、管理職手当の削減、職員数
の抑制、内部管理経費の削減などの行政の自助努力を徹底し、歳出の削減に努める。
　また、市民の理解を得ながら、受益者からの負担額や公共施設のあり方の見直しを進
め、歳入の増加・歳出の削減に努める。

普通建設事業費

　投資的経費の代表的なもので、道路、橋梁、公共施設などを建設・改修する経費などの
こと。

公債費

　地方債（借入金）の元金・利子を返済するための経費のこと。

そのほか

～そのほかの主な項目～
・維持補修費
　公共施設などを保全し、維持するための経費のこと。

・繰出金
　国民健康保険事業や介護保険事業などの特別会計が安定した運営を行えるよう、一般会
計から特別会計に繰り出す経費のこと。

扶助費

　主に生活保護法・児童福祉法・障害者総合支援法などに基づき支給する経費や各種サー
ビスなどの経費で、生活保護費、保育園の運営費、障がい者サービス費などのこと。

補助費等

　公益上の必要性により、一部事務組合や各種団体・個人などに支出する経費で、助成
金、負担金、補助金などのこと。

　一部事務組合への負担金は、原則として、財政推計を作成している組合の負担金は
当該推計値を採用し、財政推計を作成していない組合の負担金は令和２年度予算額で
推計する。
　それ以外は、共通事項のとおりである。
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７ 付属資料（財政健全化の取組後） 

（１） 歳入 

ア 歳入規模 

   歳入については、2022 年度は橋梁の耐震補強、2025 年度は文化センター

大ホールの天井改修や防災行政無線のデジタル化更新事業などを見込んでいる

ことから、国庫補助金や地方債が増加している。 

   そのほかの年度については、歳入規模は 200 億円前後で推移する見込みであ

る。  
 図１－１ 歳入の推移  
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イ 自主財源と依存財源 

   自主財源は、市が自ら徴収する収入で、地方税、分担金・負担金、使用料・手

数料、寄附金、基金からの繰入金などがある。依存財源は、国など他の団体等か

ら受け入れる収入で、地方交付税、国庫支出金、地方債などがある。 

   自主財源は、１２０億円前後を維持できる見込みである。  図１－２ 自主財源と依存財源の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 地方税 

   地方税のうち市民税は、2019 年 10 月以後の法人市民税率の引き下げ、

2020 年度以後に見込まれる人口減少に伴い、減少し続けることが見込まれる。

また、固定資産税・都市計画税は、企業立地の促進による増加、土地・家屋の評

価替えが相まって、年度ごとの増減はあるものの、長期的には地価の下落の影響

により 2023 年度以後はおおむね減少傾向にある。  図１－３ 地方税の推移  
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（２） 歳出 

ア 歳出規模 

   歳出については、2020 年度から会計年度任用職員制度が開始することに伴い、

賃金（物件費）が減少し、人件費が増加している。また、2021 年 3 月から教

育の ICT 化の推進に向けてタブレット端末などをリース方式により整備するた

め、2021 年度に物件費が増加し、その後は同規模で推移している。 

   また、2022 年度は橋梁の耐震補強、2025 年度は文化センター大ホールの

天井改修や防災行政無線のデジタル化更新事業などを見込んでいることから、普

通建設事業費が増加している。 

   そのほかの年度については、歳出規模は 200 億円前後で推移する見込みであ

る。  図２－１ 歳出規模の推移 
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イ 義務的経費 

   義務的経費は、支出することが制度的に義務付けられた経費のことで、人件費、

扶助費、公債費を指す。 

   人件費は、職員数の抑制などの取組と、2019 年度から 2023 年度までの退

職手当負担金の積算根拠の変更により減少するものの、2020 年度からの会計年

度任用職員制度の導入により増加し、2024 年度以後は 37 億円規模で推移する

ことが見込まれる。扶助費は障害福祉サービスなどが増加するものの、保育に係

る経費などの減少により、おおむね横ばいで推移することが見込まれる。公債費

は、学校給食共同調理場建替事業に伴う借入金の元金償還が始まる 2022 年度

以後、１８億円以上で推移することが見込まれる。  図２－２ 義務的経費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 社会保障費 

   社会保障費は、2019 年度以後、子どもの数の減少に伴い子どもに係る経費は

減少するものの、高齢者や障がい者・児に係る経費は増加傾向にあり、社会保障

費全体では増加が見込まれる。  図２－３ 社会保障費の推移 
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（３） 地方債 

   地方債の年度末残高は、2022 年度までは冨士公園の整備や工業団地アクセス

道路の整備に伴う借入などにより 21６億円台で推移するが、その後は減少傾向

となる見込みである。  図３－１ 地方債年度末残高等の推移 
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（４） 基金 

ア 財政調整基金 

   財政調整基金は、年度間の財源の不均衡を調整するための市の貯金で、大規模

事業の実施により財源が不足する場合や、災害などの特別な財政需要がある場合

に取り崩しを行うものである。 

   2026 年度までは２0 億円以上確保できるが、その後は財源不足を補うための

繰入金（取り崩し）により年々減少する見込みである。  図４－１ 財政調整基金年度末残高の推移 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※積立金は、地方財政法に基づき前年度の決算剰余金の１/２を積み立てるものです。 
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イ 公共施設整備保全基金 

   公共施設整備保全基金は、公共施設（建物）の老朽化対策等を計画的に行うた

めの貯金である。 

   2025 年度までは、将来の公共施設の改修等を見据えて積立を行うことから、

2025 年度末には１５億円台を確保できるが、その後は公共施設の改修等に係る

経費に充てるための繰入金（取り崩し）により年々減少する見込みである。  図４－２ 公共施設整備保全基金年度末残高の推移 
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（５） プライマリーバランス 

   プライマリーバランスは、基礎的な財政収支のことで、地方債（借入金）を除

いた収入と、公債費（借入金の元利償還金）を除いた支出のバランスを見るもの

である。 

   プライマリーバランスがプラスの場合は、地方債に頼らずに、税収などで市民

生活に必要な支出が賄えている状態を意味する。逆に、マイナスの場合は、地方

債に頼らないと必要な支出が賄えない状態を意味する。 

   2019 年度以後は、プライマリーバランスがプラスで推移し、地方債に依存し

た財政運営から脱却するが、引き続き財政調整基金に頼った財政運営が続くこと

に留意する必要がある。   図５－１ プライマリーバランスの推移  
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白井市の財政状況 大塚成男（熊本学園大学） R3.6.22

1

白井市の財政状況

大塚成男（熊本学園大学大学院）

sh-ootsuka@kumagaku.ac. jp

R3.6.22

1

お金を動かす仕組みとしての自治体（自治体財政）

住民

自治体

行政
サービス

道路や学校などの
施設・設備の整備

公的団体への支援 国・県

銀行等

税

金

補助金

自治体の活動はお金の動きという
側面からも捉えることができる。

（＝自治体財政）

自治体の活動は適切な資金運用の裏付けがなければ
維持していくことができない。
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白井市の財政状況 大塚成男（熊本学園大学） R3.6.22

2

財政危機の多発

2018年 2月 周南市（山口県）＜0.79＞、緊急財政対策

2018年11月 銚子市（千葉県）＜0.60＞、緊急財政対策

2019年 1月 涌谷町（宮城県）＜0.38＞、財政非常事態宣言

2019年 8月 小郡市（福岡県）＜0.67＞、緊急財政対策

2019年11月 相模原市（神奈川県）＜0.90＞、行財政構造改革プランの策定

2020年 2月 杵築市（大分県）＜0.34＞、緊急財政対策

2020年 2月 村田町（宮城県）＜0.44＞、財政非常事態宣言

2020年 2月 日野市（東京都）＜0.97＞、財政非常事態宣言

2020年10月 新座市（埼玉県）＜0.91＞、財政非常事態宣言

2021年 2月 裾野市（静岡県）＜1.06＞、財政非常事態宣言

地方財政をめぐる状況は厳しい。
特に財政力指数が大きい団体の財政が悪化している。

3

＜ ＞はH30年度の財政力指数 （白井市： 0.90）

【財政危機に陥った自治体の共通点】

・負債の負担は大きいわけではない。債務の返済ができなくなった
ことによる財政危機ではない。（夕張市とは異なる）

・実質単年度収支（基金の取崩しを除いた収支）の赤字が続いている。
すなわち、毎年度の歳出をその年度の歳入で賄うことができていない。

・財政調整基金が大きく減少している。過去からの貯えが失われて
しまう危険性が高くなっている。

・経常収支比率（通常の収入のうち、毎年繰り返される活動で使われる
支出の割合）が非常に高い。財政上の余裕がまったくない。

歳出（経費）を減らすことができないための財政危機

現状の自治体の財政において問題になるのは負債の大きさではない。
減らすことができない経費（固定的な経費）の増大である。
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白井市の財政状況 大塚成男（熊本学園大学） R3.6.22

3

5

裾野市の財政状況

【実質単年度収支】

【経常収支比率】

【財政調整基金】

6

白井市における歳入の変化

白井市の最終総額は増加しているが、税収が増加しているわけではない。
国県支出金（補助金）と地方債による収入が増加している。



白井市の財政状況 大塚成男（熊本学園大学） R3.6.22

4

7

白井市における歳出の変化

扶助費（社会福祉のための費用）が5倍近くに増加。物件費も増加傾向にある。

8

白井市の経常収支比率

白井市における余力 100％－ 94.3％＝ 5.7％

経常一般財源等 120億円× 5.7％＝約 6億8000万円

（建設事業等を除外した収支の状況）

経常一般財源等に算入されている臨時財政対策債 約 7億4000万円

実質的な余力 6億8000万円－ 7億4000万円＝△ 6000万円



白井市の財政状況 大塚成男（熊本学園大学） R3.6.22

5

9

【白井市の実質単年度収支】

【白井市の財政調整基金】

【白井市の地方債残高】

10

白井市の財政状況

・歳入総額は増加しているが、財政的な負担となる収入が多く、
財政運営が難しくなっている。

・日常的な経費の負担が増加傾向にあり、将来的には、現在の
財政では賄うことができなくなる危険性がある。

・収支が大きく悪化しているわけではないが、その背後で、地方債
が増加しており、将来負担が大きくなっている。

将来世代の負担を増加させないための対策が早急に必要。

白井市に求められているのは「身の丈に合った」財政運営である。
ある政策の採択が他の政策の不採択につながることを意識して、
「あれかこれか」という視点から望ましい財政運営を考えるべき。



義務教育における学校給食の食育のあり方に関する考察

～千葉県の事例から～

白井市立桜台小学校・桜台中学校給食の
あり方検討委員会委員 當瀬 徳隆

2021年10月20日（水）

1

全国学校給食協会発行の月刊「学校給食」に掲載

2

本論文の一部は、全国学校給食協会発行
の月刊「学校給食」2021年10月号に掲載。

本論文の全部は、同協会のホームページ
「今月の指導資料集」に掲載。

https://school-lunch.co.jp/user_data/download

10月号の表紙



学校給食について

3

年間約190日で、小中学校９年間で
約1,700食!

食に関する指導を効果的に進める
ための重要な教材!

発表内容（時間の制約上、一部抜粋）

第1章 研究の背景と目的

第2章 学校給食の食育をめぐる状況

第3章 学校給食の合理化をめぐる状況

第4章 家庭の食卓事情

第5章 アンケート調査（千葉県）

第6章 学校給食の食育のあり方に関する考察

第7章 政策提言
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第1章 研究の背景と目的

5

食は人間が生きていく上で欠かすことのできない大切なもので

あり、健康な生活を送るためには健全な食生活は欠かせない。

また、健全な食生活を日々実践し、おいしく楽しく食べること

は、人に生きる喜びや楽しみを与え、健康で心豊かな暮らしの実

現に大きく寄与するものである。

第1章 研究の背景と目的

6

しかし、急速な経済発展に伴い、生活水準が向上し、食を取り

巻く社会環境が大きく変化した中で、食に関する国民の価値観や

ライフスタイル等の多様化が進んできている。

このような中、国民の意識の変化とともに、世帯構造の変化や

様々な生活状況により、健全な食生活を実践することが困難な場

面も増えてきている。



第1章 研究の背景と目的

7

特に、成⾧期にある子どもにとって、健全な食生活は健康な心

身を育むために欠かせないものであると同時に、将来の食習慣の

形成に大きな影響を及ぼすもので、極めて重要である。

子どもの頃に身に付いた食習慣を大人になって改めることは容

易ではない。このため、成⾧期にある子どもへの食育は、生涯に

わたって健やかに生きるための基礎を培うことに貢献している。

第1章 研究の背景と目的

8

食に関する知識、伝統や文化等については、家庭を中心に地域

の中で共有され、世代を超えて受け継がれてきたが、食を取り巻

く社会環境が変化し、生活習慣が多様化する中で、家庭における

食に関する作法や望ましい食生活の実践が十分でない。

このことから、義務教育における学校給食の食育に対する国民

のニーズは高い。ほぼ全ての国民が共通体系として体験するもの

であるからこそ、食育の可能性にもっと積極的な価値を見出すべ

きではないか。



第1章 研究の背景と目的

9

本研究では、学校給食の食育、学校給食の合理化、家庭の食卓

事情など、子どもの食を取り巻く状況がどのように変化している

か、公的統計等を用いて分析した。

そして、栄養教諭又は学校栄養職員が子どもに対して行う食に

関する指導などについて、千葉県でアンケート調査及びヒアリン

グ調査を実施して、「学校給食を生きた教材」として活用した食

育効果の向上に資する考察を行い、政策提言を行う。

発表内容（時間の制約上、一部抜粋）

第1章 研究の背景と目的

第2章 学校給食の食育をめぐる状況

第3章 学校給食の合理化をめぐる状況

第4章 家庭の食卓事情

第5章 アンケート調査（千葉県）

第6章 学校給食の食育のあり方に関する考察

第7章 政策提言

10



第2章 学校給食の食育をめぐる状況

学校給食の教育行政

11

文部科学省

学校給食法

・学校給食実施基準

・学校給食衛生管理基準

・栄養教諭等の定数

・小中学校の学習指導要領

・食に関する指導の手引 等

努力
義務

都道府県

市区町村

第2章 学校給食の食育をめぐる状況

学校給食法の目的

12

第 1 条
この法律は、学校給食が児童及び生徒の心身の

健全な発達に資するものであり、かつ、児童及び
生徒の食に関する正しい理解と適切な判断力を養
う上で重要な役割を果たすものであることにかん
がみ、学校給食及び学校給食を活用した食に関す
る指導の実施に関し必要な事項を定め、もつて学
校給食の普及充実及び学校における食育の推進を
図ることを目的とする。



13

第2章 学校給食の食育をめぐる状況

第2章 学校給食の食育をめぐる状況

「つながる食育推進事業」に関する調査研究（食育の有効性）

14

□文部科学省は2017年度からモデル校で「つながる食育推進事業」を実施。
□その研究報告書で食育の有効性を明らかにしている（図は一例）。

一日や一週間の栄養バランスを考えて食事やおやつをとるか

出典�「つながる食育推進事業」に関する調査研究報告書（令和2年3月）



発表内容（時間の制約上、一部抜粋）

第1章 研究の背景と目的

第2章 学校給食の食育をめぐる状況

第3章 学校給食の合理化をめぐる状況

第4章 家庭の食卓事情

第5章 アンケート調査（千葉県）

第6章 学校給食の食育のあり方に関する考察

第7章 政策提言

15

第3章 学校給食の合理化をめぐる状況

地方行革の推進

16

□1964年、給食センターの施設設備の補助制度が設けられた。

□1970年代の石油危機の影響で、1980年代に地方行革が始まった。

□1985年、文部省通達を受けて、 学校給食業務の運営の合理化が始まった。

・パートタイム職員の活用
・共同調理場方式
・民間委託の方法 等



第3章 学校給食の合理化をめぐる状況

国・地方を通じた財政支出の状況

17

34.4

20.6

11.9

11.8

10.5

6.2

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

2008年度 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

（%）

社会保障関係費

公債費

機関費

教育費

国土保全及び開発費

産業経済費

国・地方を通じた目的別歳出額構成比の推移

出典�総務省「令和2年版地方財政白書（平成30年度決算）」をもとに筆者が作成

第3章 学校給食の合理化をめぐる状況

都道府県・市町村の目的別歳出に占める学校給食費の割合

18

2018 年度都道府県・市町村の目的別歳出に占める学校給食費の割合

学校給食費

億円 億円 億円 ％ ％ ％

都道府県別全国計 489,573 99,976 159 20.4 0.0 0.2

都市別全国計 506,777 63,629 6,940 12.6 1.4 10.9

町村別全国計 67,616 6,960 909 10.3 1.3 13.1

学校給食費/
教育費教育費

歳出合計
教育費/
歳出合計

学校給食費/
歳出合計

出典�総務省「地方財政状況調査」をもとに筆者が作成

学校給食費は
約１%



発表内容（時間の制約上、一部抜粋）

第1章 研究の背景と目的

第2章 学校給食の食育をめぐる状況

第3章 学校給食の合理化をめぐる状況

第4章 家庭の食卓事情

第5章 アンケート調査（千葉県）

第6章 学校給食の食育のあり方に関する考察

第7章 政策提言

19

第4章 家庭の食卓事情

20

核家族化の推移

一般世帯の家族類型別割合の推移（全国）

出典�総務省「国勢調査」をもとに筆者が作成

2005 年
食育基本法施行



第4章 家庭の食卓事情

21

両親の共働きの推移

出典�総務省「労働力調査」をもとに筆者が作成

専業主婦世帯と共働き世帯（全国）

2005 年
食育基本法施行

第4章 家庭の食卓事情

22

食料支出額の推移

出典�総務省「家計調査」をもとに筆者が作成

1 人当たり食料支出額の推移（2人以上の世帯）（全国）

2005 年
食育基本法施行



第4章 家庭の食卓事情

23

子どもの貧困率の推移

出典�厚生労働省「国民生活基礎調査」をもとに筆者が作成

子どもの貧困率（全国）

2005 年
食育基本法施行

※2018 年の貧困線（等価可処分所得の中央値の半分）は 127 万円である。

発表内容（時間の制約上、一部抜粋）

第1章 研究の背景と目的

第2章 学校給食の食育をめぐる状況

第3章 学校給食の合理化をめぐる状況

第4章 家庭の食卓事情

第5章 アンケート調査（千葉県）

第6章 学校給食の食育のあり方に関する考察

第7章 政策提言

24



第5章 アンケート調査（千葉県）

調査の概要

25

調査実施期間 �2020年10月14日～11月13日

調査協力依頼先�千葉県内各市町村の教育委員会

調査票の回答者�公立小中学校の給食を作る調理場に配属されている

栄養教諭又は学校栄養職員

調査の方法 �調査票の配布・回収による自計調査（2019年度１年間）

調査票の回収率�50.8％

54市町村644枚のうち回収した枚数は47市町村327枚。

第5章 アンケート調査（千葉県）

47市町村327調理場の給食実施校及び児童生徒数

26

区 分 給食実施校数
児童生徒数

（教職員を含む。）

千葉県内における

児童生徒数の割合

小学校 532 216,489 約66％

中学校 265 105,104 約63％

合 計 797 321,593 約65％



千葉県の地図で見る調理方式等

27

自校方式導入の
市町村が多い

人口は減少

第5章 アンケート調査結果（千葉県）

28



第5章 アンケート調査（千葉県）

調査の結果

29

【１】運営主体の概要 【２】学校給食の取組み 【３】食に関する体験活動

１　調理場名 １　給食の形態 １　給食の下処理体験

２　調理場の設置年度（西暦） ２　食に関する指導 ２　農林漁業体験

３　調理場の冷暖房設備及び調理時温度 ３　児童生徒と調理員のふれあい ３　生産者等との連携

４　調理方式 ４　有機農産物の活用

５　運営方式、委託業務等 ５　給食の喫食率

６　栄養教諭及び学校栄養職員の人数等 ６　食品廃棄物の取扱い

７　調理員の人数等

８　給食実施校及び児童生徒数（教職員を含む。）

調査事項�2019 年度（1 年間）に調理場単位で行われた給食の形態などについて着目。

第5章 アンケート調査（千葉県）

30

調理場の設置年度

5

8

28

57

28

52

9
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3 4 4 3 4
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8 8

16
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1941－1950年 1951－1960 1961－1970 1971－1980 1981－1990 1991－2000 2001－2010 2011－2020

自校方式 親子方式 給食センター方式

調
理
場
数

桜台小中は
この年代



第5章 アンケート調査（千葉県）

31

栄養教諭及び学校栄養職員の割合

62.4

37.5

35.9

25.6

50

58.9

12

12.5

5.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

給食センター方式

親子方式

自校方式

（％）

栄養教諭（正規） 学校栄養職員（正規） 学校栄養職員（非正規）

栄養教諭は
自校・親子４割弱、センター６割強

第5章 アンケート調査（千葉県）

32

児童生徒数の規模別における調理場の栄養教諭等

1人当たり
児童生徒数が多い。

一人当たりの
児童生徒数が多い

桜台小中は
この規模



第5章 アンケート調査（千葉県）

調査の結果

33

【１】運営主体の概要 【２】学校給食の取組み 【３】食に関する体験活動

１　調理場名 １　給食の形態 １　給食の下処理体験

２　調理場の設置年度（西暦） ２　食に関する指導 ２　農林漁業体験

３　調理場の冷暖房設備及び調理時温度 ３　児童生徒と調理員のふれあい ３　生産者等との連携

４　調理方式 ４　有機農産物の活用

５　運営方式、委託業務等 ５　給食の喫食率

６　栄養教諭及び学校栄養職員の人数等 ６　食品廃棄物の取扱い

７　調理員の人数等

８　給食実施校及び児童生徒数（教職員を含む。）

調査事項� 2019 年度（1 年間）に調理場単位で行われた給食の形態などについて着目。

第5章 アンケート調査（千葉県）

34

栄養教諭等が取組んだ給食の形態の回数

4.8

2.8

6.1

4.4

2.7

5.9

4.6

2.6

6

4.4

2.6

5.9

4.4

2.7

6

4.8

3

6.8

4.3

2.2

4.4

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

給食センター方式

親子方式

自校方式

学年別１クラスあたりの回数（回）

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 特別

公立小学校

41.1回

18.6回

31.7回

自校方式は
一番多い



第5章 アンケート調査（千葉県）

35

「交流給食・ふれあい給食」の交流相手別回数

0.1 0.1 0.1 

2.8 

0.2 0.2 

1.4 

0.4 0.5 
0.8 

1.3 

3.1 

0.6 0.6 
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0.4 

0.6 

0.1 
0.3 

0.1 0.1 
0.3 0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

栄養教諭 学校栄養職員 調理員 異学年 生産者 市町村長 高齢者 外国人 スポーツ選手 その他

自校方式 親子方式 給食センター方式（回）

公立小学校

第5章 アンケート調査（千葉県）
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4.2

1.4

42.1

4.2

1.4

42.9

4.4

1.5

40.6

3.7

1.1

23.8

0 20 40 60 80 100 120 140 160

給食センター方式

親子方式

自校方式

学年別１クラスあたりの回数（回）

１年 ２年 ３年 特別

公立中学校

5.4回

16.5回

149.4回

自校方式は
一番多い

栄養教諭等が取組んだ給食の形態の回数



第5章 アンケート調査（千葉県）

37

栄養教諭等が指導（TT を含む。）で関わった教科等のコマ数

0.6

0.8

1.1

0.4

0.4

0.9
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0.4

0.7

0.6

0.3

0.3

0.8

1.4

1.9

0.7

0.9

2

0.2

0.1

0.3

0 1 2 3 4 5 6 7 8

給食センター方式

親子方式

自校方式

学年別１クラスあたりのコマ数（コマ）

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 特別

公立小学校

7.2コマ

4.3コマ

4.1コマ

自校方式は
一番多い

第5章 アンケート調査（千葉県）
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給食センター方式

親子方式

自校方式

学年別１クラスあたりのコマ数（コマ）

１年 ２年 ３年 特別

公立中学校

3.8コマ

1.7コマ

2.4コマ

自校方式は
一番多い

栄養教諭等が指導（TT を含む。）で関わった教科等のコマ数



第5章 アンケート調査（千葉県）

39

栄養教諭等が給食時に巡回した回数

11.3

40.8

83.8

11

37.8

77.1

10.4

35.2

70.6

10.2

34.8

69.1

10

46.3

65.7

9.8

33

65

7.1

7.4

37.2

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

給食センター方式

親子方式

自校方式

学年別１クラスあたりの回数（回）

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 特別

公立小学校

468.5回

235.3回

69.8回

自校方式は
一番多い

第5章 アンケート調査（千葉県）
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給食センター方式
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学年別１クラスあたりの回数（回）

１年 ２年 ３年 特別

公立中学校

296.6回

54.5回

10.4回

自校方式は
一番多い

栄養教諭等が給食時に巡回した回数



第5章 アンケート調査（千葉県）

41

児童と調理員のふれあいの機会があった学校数の割合
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自校方式交流給食・

ふれあい給食で交

流した

掲示板や配布物等

で、調理員を児童生

徒へ紹介した

始業式等において、

調理員を児童生徒

へ紹介した

配膳・下膳時に、

調理員が児童生徒

へ声をかけた

その他（給食時の

巡回など）

あった なかった

学校数の割合（％）

公立小学校

自校方式は
一番高い

（中学も同じ）

第5章 アンケート調査（千葉県）
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給食の喫食率（給食の量に占める食べた量の割合）

公立小中学校

自校方式（中央値）が
約95％。

自校方式（中央値）は
約95％



第5章 アンケート調査（千葉県）

調査の結果
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【１】運営主体の概要 【２】学校給食の取組み 【３】食に関する体験活動

１　調理場名 １　給食の形態 １　給食の下処理体験

２　調理場の設置年度（西暦） ２　食に関する指導 ２　農林漁業体験

３　調理場の冷暖房設備及び調理時温度 ３　児童生徒と調理員のふれあい ３　生産者等との連携

４　調理方式 ４　有機農産物の活用

５　運営方式、委託業務等 ５　給食の喫食率

６　栄養教諭及び学校栄養職員の人数等 ６　食品廃棄物の取扱い

７　調理員の人数等

８　給食実施校及び児童生徒数（教職員を含む。）

調査事項� 2019 年度（1 年間）に調理場単位で行われた給食の形態などについて着目。

第5章 アンケート調査（千葉県）
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取組んだ給食の下処理体験の回数
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自校方式は
一番多い
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「給食の喫食率（全体）」と「給食時の巡回（合計）」の相関

75

80

85

90

95

100

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

給食時の巡回（回）

給
食
の
喫
食
率
�
％
�

自校方式

親子方式
給食センター方式

公立小学校

弱い正の相関

相関係数＝0.316
t検定で有意（p＜0.05）
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「給食の喫食率（全体）」と「給食時の巡回（合計）」の相関

公立中学校
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第6章 学校給食の食育のあり方に関する考察

学校給食の遷移について
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検討委員会等での検討が

非常に重要
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第7章 政策提言
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財政に比較的余裕がある地方公共団体は、できる限り自校方
式の維持に努める。

栄養教諭及び学校栄養職員は給食時になるべく多く巡回する。

２

３

検討委員会等では、栄養教諭又は学校栄養職員が子どもに対
して行う食に関する指導などを定量化したデータを基にして検
討する。

栄養教諭等が教育事務所管内を異動する際、異動元で食育の
教育的効果が高い取組みを異動先で実践しやすい仕組みを構築
する。

４

１

都道府県及び市町村への政策提言
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エビデンスに基づく私の主張

エビデンスに基づく私の主張

52

財政面

2021年6月発行の都市データパック2021
によると、白井市の財政健全度は総合180位
／1718市町村。

（収支 248位、弾力性 219位、財政力 166
位、財政基盤 383位、将来負担 229位）

▪



エビデンスに基づく私の主張
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2021年3月公表の白井市役所ホームペー
ジによると、平成31年度の健全化判断比
率・資金不足比率は、すべての指標につい
て早期健全化基準を下回っている。

財政面

▪

エビデンスに基づく私の主張
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自校方式は、他の調理方式より食育の充
実度が総合的に高い。

▪

自校方式は、子どもと高齢者等が交流す
る機会を作っている。

▪

学校給食



エビデンスに基づく私の主張
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自校方式は、地域の特色であり、人々を
惹きつけるもの。

▪

自校方式は、学校単位で、栄養教諭又は
学校栄養職員を中核とし、学校・家庭・地
域が連携した食育推進体制が確立している。

▪

学校給食

エビデンスに基づく私の主張

56

「学校給食を生きた教材」として活用して子どもに望ましい食習慣
を身に付けさせることが次の世代の親への教育であるという⾧期的な
視点に立てば、

桜台小中学校の自校方式は、給食センターにとってお互いを高め合
う存在として役立ち、白井市全体の利益向上に繋がることから、
自校方式の⾧所をより一層活用する方が得策であるといえよう!

その利益は、給食センター方式に移行した場合の経費削減額
約4,900万円（歳出額の約0.2％）を超えるものと考えられる。



桜台小・中の学校給食
に関する桜台の意見

2021年10月20日
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桜台小中の学校給食に関するこれまでの経緯

1994年4月：桜台小中学校は開校以来自校式給食を開始
25年以上に渡り桜台地区住民に支持され貴重な財産となっている。

2012年：事業仕分けでは現行通りとの結果

2015年：旧給食センターを移転建替えする際、桜台小中を統合することは検討し
ていないと明言（平成25年予算審議議事録より）。

2018年9月11日：教育委員より財政健全化に自校式の見直し案が出ていると説明
を受ける

2018年12月・2019年9月：学校給食に関する説明会 ⇒このころ守る会発足

2019年の下旬：何度もPTAをはじめ、保護者と教育委員会が意見交換（代表者会
議等）を行う その間教育委員会議も数回開催される

2019年12月11日
桜台小中の自校式給食は令和3年度以降も当分の間、現状のままとし、同校の学校
給食のあり方について改めて検討する⇒あり方検討会

2020年：教育委員会ともコミュニケーションを図りながら、桜台の保護者（住
民）間でも数回話し合いを行う。



桜台に住んでみて感じた地域特性
（地域特性にマッチした自校式給食）

①私の桜台移住の経緯
相模原市➡白井市大山口（２年）➡印西市原山（４年）➡名古屋市名東区（４年）
➡印西市原山（６カ月）➡白井市桜台（１５年）
行政サービスが充実 桜台中 木刈中に負けない学力 自校式給食 挨拶ができる

②最近の桜台地区（印西市の千葉ＮＴ中央地区と比較）
１． 高齢者世帯の増加による活気が低下
２． 行政の住民サービスが低下

③地域特性
１．サラリーマン世帯（新）と農家世帯（在）が隣接
２．小中学校が同じ学区（９年間同じ環境）
３．食育に適した立地
４．調理師さんの顔が見える温かい自校式給食

④自校式給食は
１．桜台地区創設開始から続く自校式給食は地域特性にマッチし桜台の地域文化と

して定着した地元の財産
２．桜台小中卒業生の再定住の可能性
３．「ときめきと みどりあふれる 快活都市」桜台学区のシンボル
４．印西市木刈・小倉台・戸神台に対抗できる魅力発信



自校式給食への想い

①印西市から桜台に転居した理由が自校式給食
桜台に決めた理由は、小中学校が同じ敷地にあり、なおかつ、給食が自校方式

だったため、子どもたちに手作りの給食を食べさせてあげられると思ったからで
す。もし、桜台が自校式給食でなければ、転居しなかった。

②桜台小中学校の特色
桜台小・中学校は、一部通路でつながっており自然と小学生・中学生の交流を

図ることができ、それが桜台小中学校の特色となっています。それぞれに栄養士
がいて独自の献立を提供してくれています。子どもたちは、作り手が目の前にい
て、調理中の香りを感じたり、調理員の皆さんと触れ合うことで、調理員の方の
思いや苦労を肌で感じることができます。

③白井市の中での位置
桜台はこれまでずっと自校式を継続してきたが、白井市がこれからも継続して

センター方式と自校方式の両方を有することは、今後の食育推進の実践校のモデ
ルとするなど、白井市全体としても、活用して行けると思われます。



自校式給食への想い

④教育の一環としての給食
学校給食は、ただのお昼ご飯ではありません。学校給食法という法律の下、教育

の一環として、栄養教諭または学校栄養職員が文部科学省から示されている食事摂
取基準を満たすよう、栄養価計算もされています。
財政健全化という名のもとに、不要な無駄なものととらえず、教育的に必要な経

費として、今後も桜台小中学校の自校給食を存続していただきたいです。

⑤自校式の思い出
私の自校式給食への想いはセンターとの比較ではなく、

とにかく自校給食は子ども達の食に対する教育ができると思っているのです。
私は小学校5年まで自校式の学校に通っていました。

美味しい匂いと、割烹着と三角巾をつけたおばちゃんたちが作ってくれてる姿…そ
んな当たり前だった日常が今でもホッコリと記憶に残ってるんです。
食べることって机上で学ぶ勉強と同じくらい大切で、自校給食で見ることのでき
る風景や感覚ってまさに情操教育だと思います。
食育を見直そうと世の中動いてる中、このようなホッコリと記憶に残る貴重な自

校式を経費削減という事だけでなくして欲しくはないです。



調理員に携わった者としての意見と想い

【経験からの想い】

・白井市は調理員は保護者でも可能としており、実際調理員として働いていた
時に、給食に関する子供たちの家庭での声を栄養士の先生をはじめ先生方に届
けることができていたし、保護者の方ら給食のメニューのレシピを聞かれるこ
ともよくあった。（地域・家庭とのコミュニケーション）

・栄養士の先生が児童・生徒一人一人をよく把握している
(栄養士と児童・生徒とのコミュニケーション)

・難病の子が桜台小中に在籍していたことがあるが、都内在住だったご両親は
お子さんが小学校にあがる時に学校探しにご苦労されたと聞いている。その時
に対応できたのが桜台だった。
（車椅子対応などの施設設備は整っていなかったが、給食の対応ができるとい
うのが大きかった）



調理員に携わった者としての意見と想い

【市への意見】

・白井市は特色ある学校づくりを推進しているが、桜台は自校式が最大の特色であ
る

・市の第 5 次総合計画の中で、小学校区単位でのまちづくり協議会を推進してい
る。桜台の自校式給食は 桜台のまちづくりからは外せないファクターとなる

・若い世代の流入・定住を掲げていることから、市内の児童・生徒数が増えた場合、
今のセンターの食数で、桜台がセンター移行してもキャパオーバーしないか。

・予算削減で、桜台の自校式給食が上がったと思うが、もっと他でも削減は出来る
はず。お金をかけるべきところはかける。削るところは削る。
それをもっと広域かつ将来を見据えて議論すべき。



何故桜台は自校式が必要か？

１. 地域の魅力として外部からも評価されている。
トヨタホーム星時のホームページ
http://www.hoshi-toki.com/magazine/sp/kyuushoku/

２.大規模調理のリスク低減として必要です。
大規模調理によるリスクが増大してきた背景は軽視できないと思います。

https://www.sankei.com/west/news/170208/wst1702080105-n1.html

３.加工食品比率の少ない給食
日本人の2人に1人が癌になり、発達障害大国で国別統計で常にトップレベル

https://www.sankeibiz.jp/econome/amp/180217/ecb1802171610001-a.htm

４.子どもたちのために残すべきもの
立命館大学の森先生のコメントにある議論が一番大切です。
「将来像をきちんと描いて、何を残し、何を削り、
何を我慢するのかを考えていかないといけない」
https://youtu.be/u_nn2-5-UbA



【増築の検討について考慮した内容】

•汚染作業区域と非汚作業染区域を部屋単位で区分

•ドライシステムの導入（床を濡らさない）

•食品の納入検査のために独立した検収室を設置

• 調理員が各区分に移動する場合は、更衣や手洗い等のため、

前室を設置

•アレルギー対応

• ワゴンの回収口と発送口を一つの導線(食材搬入口給食供給

口を分ける)とする

•釜の使用２回転を回避

• 上記の衛生管理基準に基づいた機器配置ができるよう、また

計画した食数に適した広さを確保

「学校給食衛生管理基準」に基づき以下の内容を考慮

親子式（増築）の可能性について



【増築する給食室】
増築する給食室については、中学校よりも小学校の方が広いことから

「小学校」とした（※小学校の給食室は旧基準では800食対応）

【食数】
食数については

令和2年度（小学校405食 中学校216食）であることから
計画食数600食を想定

【増築面積】
学校給食衛生管理基準による延床面積
⇒統計により必要面積を算出
（使用した実績 寒川町・茨木市・茅ヶ崎市 etc）どのプランにおいても

必要延床面積☓1.5＝想定食数（想定食数÷1.5＝必要延べ床面積）
とほぼ近い値となっている

【増築面積】
現状の小学校の延床面積は 13m☓23m＝約300m2

また計画食数は600食なので、必要延床面積は 600食÷1.5＝400m2

よって今回の給食室の増築面積は
400m2-300m2＝100m2

親子式（増築）の可能性について

【給食室の増築の考え方】



【現況給食室平面図 S=1/100】
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調理室

発送前室

煮炊き
調理室

和え物室焼物・揚物
蒸物室

発送口

食材搬入
プラットフォーム

：汚染作業区域

：非汚染作業区域

：その他の区域

：増築部

前室

増築部
5.4m☓4.5m=24m2

洗浄室

110m2

240m2

57.46m2

100m2

158m2

105m2汚染作業区域

非汚染作業区域

110m2

240m2

現状 改良後

(+5m2)

(+82m2)

親子式（増築）の可能性について



【増築検討の結果】
・現状の敷地内での増築は十分可能！
（支障物について多少の移設は必要）

・現状の給食室を改良して、汚染区域・非汚染区域を区分けして人・食材
の流れの確保可能！

・設計費・工事費トータルで9500万円程度となった

【今後の検討】
・面積については十分確保できるが、詳細な設備の配置や部屋割り等は考
慮出来ていないため、今後詳細な設計をする必要あり

・壁こわしによる建物の構造等は問題なしと考えるが、計算書・配筋図等
で壁の構造（荷重の受け方）等を確認する必要あり

・壁こわしによる配管、ダクトの移設等を検討する必要あり

・工事費については推定であるため、詳細に検討する必要あり

・工事期間中の給食の対応について考える必要あり

親子式（増築）の可能性について



出典：白井市ホームペー
ジ

桜台の最大の特色として

自校式を継続してもらいたい

そして…それは

桜台の給食だけではなく

センター給食の更なる発展にも

繋がると考えている

桜台の想い



学校給食と食育

学校法人食糧学院 東京栄養食糧専門学校

渡邊智子



学児童，生徒の心身の健全な発達と国民の食生活の改善をはか
るため，学校で集団的に行なわれる給食。
1954年には学校給食法が制定された。同法は義務教育諸学校
での給食を奨励するもので，学校給食の目標，設置者，国およ
び地方公共団体の任務，経費の負担関係，国の補助などを定め
ている。
教育課程において，特別活動のなかに教育活動の一部として正
規に位置づけられ，保健指導，安全指導，学校図書館の利用指
導などとともに「学級活動」の重要な一環として指導されるよ
うになっている。
2005年には，学校給食を教材として活用し食に関する指導の
充実をはかるため，栄養教諭制度が創設された。

学校給食（ブリタニカ国際大百科事典 小項目事典）



1.適切な栄養の摂取による健康の保持増進を図ること。
2.日常生活における食事について正しい理解を深め、健全な食生活
を営むことができる判断力を培い、及び望ましい食習慣を養うこ
と。
3.学校生活を豊かにし、明るい社交性及び協同の精神を養うこと。
4.食生活が自然の恩恵の上に成り立つものであるということについ
ての理解を深め、生命及び自然を尊重する精神並びに環境の保全
に寄与する態度を養うこと。

5.食生活が食にかかわる人々の様々な活動に支えられていることに
ついての理解を深め、勤労を重んずる態度を養うこと。
6.我が国や各地域の優れた伝統的な食生活についての理解を深める
こと。

7.食料の生産、流通及び消費について、正しい理解に導くこと。

学校給食の目標（学校給食法の第2条「学校給食の目標」）



栄養教諭の職務（学校教育法第37条第13項）

栄養教諭の職務内容

食に関する指導
・児童生徒への教科・特別活動等における教育指導
（学校給食を生きた教材とする）

・食に関する指導の連携・調整
（学校全体計画の作成，教職員との連携，家庭への働きかけ，生産
者等との連携）

・児童生徒への個別的な相談指導

給食の管理・運営 ・献立作成や衛生管理など

児童の栄養の指導及び管理をつかさどる



元気に生きるための望ましい食べ方（食事など）を楽しく分かり易
く伝えたい
食事は科学的側面と文化的側面があることを伝えたい

食育，大切と考えていること

栄養教諭・学校栄養職員による食に関する指導は、子ども達に
とってなぜ必要か

上述したことを理解することは，生きる力につながります



大人
生きる

心ゆたかになる

食事を食べる目的

子ども
生きる

心ゆたかになる
成長する！

望ましい食事の科学的根拠は
日本人の食事摂取基準

心をゆたかにする食事の根拠は
食文化などです



関西風 関東風

しょうゆ

おにぎり

さくらもち

たまごやき



子ども：給食は全員が同じ食事を食べるので，全員が共通理解でき
ます
地域：献立を地域のスーパーなどに提示する，地域の食材を使うな
どにより，地域にも望ましい食事を伝えること，地域と学校とのつ
ながりができ，地域連携ができます

子ども達、地域等にとってどのような効果があるのか。

「生きた教材」とは

子どもが毎日食べている学校給食です



食に関する指導で学校栄養教諭・学校栄養職員ができること

食の専門家として
・児童生徒への教科・特別活動等における教育指導
・食に関する指導の連携・調整
・児童生徒への個別的な相談指導

食に関する指導で給食主任・学級担任・教科ができること

栄養教諭・学校栄養職員と連携して
〇・児童生徒への教科・特別活動等における教育指導
△・食に関する指導の連携・調整
×・児童生徒への個別的な相談指導



千葉市（小学校全校）などが自校式の理由

この方式のメリットがあるため
各学校に栄養教諭がいることは，センター方式に比べ食育の

時間が多くなり，子どもの食への理解が深まると予測されます

調理方式による喫食率の違い

喫食率は，担任の食育指導（給食への考え方），学校全体の食育へ
の取り組み，献立など様々な要因で左右されます
喫食率の向上は，栄養教諭の熱意，学校全体の食育への理解と熱意
が大きいと感じています



食育の向上のためには

リーダーの力
・市長が食育を重視している
・教育委員会委員長が食育を重視している

・校長が食育を重視している

栄養教諭の力
・熱意
・コミュニケーション

学校全体の食育への理解と連携
・担任の理解と協力
・保護者や地域への働きかけ



桜台小中学校と白井市

自校式を続ける場合
・桜台以外の小中学校の子どもからみると，桜台小中学校のみ
が優遇されているよう感じるのではないでしょうか

・桜台の自校式を継続する場合には，市民への説明が必要と考え
ます

・例えば，桜台を食育特別校とし他の小中学校の食育を手厚つ
くする工夫も必要

センター方式に変更する場合
・各学校の食育を現在の桜台と同様のレベルにするよう，
白井市として目指してほしい（具体的な計画を市民に提示
してほしい）
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H28 H29 H30 H31 R2

学校給食センター

・小中学校別に発注していないため

　分けることはできません。

322,868,786円 326,905,108円 325,664,224円 286,409,801円 276,166,111円

桜台小学校 22,530,896円 22,650,532円 22,489,768円 20,402,018円 19,860,800円

桜台中学校 18,665,571円 17,923,811円 16,648,826円 13,203,108円 12,130,013円

桜台小学校・中学校　合計 41,196,467円 40,574,343円 39,138,594円 33,605,126円 31,990,813円

平成２８年度～令和２年度　給食材料購入費                                　　　　　　　　　　　　　　      ⑤



単位：％・人

H２８年度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 R２年度

残菜率 ※１　　　　　12.2 ※１　　　　　13.8 ※１　　　　　11.4 ※１　　　　　20.8 ※１　　　　　16.8

5/1児童数 3,553 3,659 3,746 3,881 3,952

残菜率 ※１　　　　　11.4 ※１　　　　　12.2 ※１　　　　  　8.8 ※１　　　　　15.7 ※１　　　　　16.3

5/1生徒数 1,771 1,843 1,862 1,793 1,719

残菜率 ※１　　　　　11.8 ※１　　　　　13.0 ※１　　　　　10.1 ※１　　　　　18.3 ※１　　　　　16.6

児童生徒数計 5,324 5,502 5,608 6,574 5,671

H２８年度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 R２年度

残菜率 4.5 4.8 5.5 ※２　　　　  　4.3 ※２  　　　　　5.6

5/1児童数 381 379 377 378 358

残菜率 6 7.7 5.7 ※２  　　　　　5.5 ※２ 　　 　　　4.1

5/1生徒数 261 251 227 200 184

残菜率 5.3 6.3 5.6 ※２　　　　　  4.8 ※２　  　　　　4.9

児童生徒数計 642 630 604 578 542

※１　現学校給食センターでは汁物等をそのまま計測していますが、

　　　旧学校給食共同調理場では、残菜をザルにあけ、汁等（ルーも含む）を除いて計測していました。

※２　残菜の計測内容は、旧学校給食共同調理場　主食（揚げパンのみ）・主菜・副菜・汁物

　　　　　　　　　　　　現学校給食センター　　主食（ご飯・揚げパン）・主菜・副菜・汁物

　　　　　　　　　　　　桜台小学校・中学校　　主食（全て）・主菜・副菜・汁物・デザート・牛乳・ふりかけ・チーズ等

　　　ですが、※２は現学校給食センターと比較するため、デザート・牛乳・ふりかけ・チーズ等の残菜率は除いて計算しています。

※　残菜の計測方法　　現学校給食センターは全て重量を計測していますが、桜台小中学校は個数物・牛乳については目視により判断しています。

桜台小学校

桜台中学校

桜台小中平均

小学校

中学校
学校給食

センター

旧　学校給食共同調理場 現　学校給食センター

小中平均

平成２８年度～令和２年度　残菜率と児童数の推移                          　　　　　                      　　　　　　　　                  ⑥



H28 H29 H30 H31 R2

処分量（㎏） 119,772 123,578 119,998 82,504 77,890

処分費用（円） 3,652,343 3,790,725 4,477,832 5,436,287 3,894,381

5/1現在

児童・生徒数（人）
5,324 5,502 5,608 6,574 5,671

児童生徒

1人当たり費用（円）
686.0 689.0 798.5 826.9 686.7

H28 H29 H30 H31 R2

桜台小学校（市負担）

・調理中にでる生ごみ・残菜
処分量（㎏） 3,425.9 3,436.2 3,600.8 3,488.3 3,320.9

桜台中学校（市負担）

・調理中にでる生ごみ・残菜
処分量（㎏） 3,881.5 3,723.6 3,445.9 2,583.0 2,145.3

処分量計（㎏） 7,307.4 7,159.8 7,046.7 6,071.3 5,466.2

処分費用（円） 221,399 270,592 289,193 397,021 360,768

5/1現在

児童・生徒数（人）
642 630 604 578 542

児童生徒

1人当たり費用（円）
344.9 429.5 478.8 686.9 665.6

桜台小中学校　処分量合計・処分費用

平成２８年度～令和２年度　学校給食センター、桜台小学校・中学校　残菜処分量及び処分費用       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   ⑦

区　　　　分
現　学校給食センター旧　学校給食共同調理場

区　　　　分

旧　学校給食共同調理場（市負担）

・給食残滓及び給食調理に係る可燃・不燃ごみ

現　学校給食センター（PFI事業者負担）

・施設内からでる全てのごみ

　（草刈りごみ・事務系ごみ・給食残滓・調理中にでる可燃・不燃ごみ等）

 ※PFI事業者は、市からの「学校給食センター維持管理運営業務委託料」で運営

　しており、この委託料は物価変動により変動しますが、廃棄物量によっては

　変動はしません。



 
 
  
   
       
       
  
 
   
 
 
 
 
 (1)
 回答者の年齢
 
 10代
 1






 
 
 
 
 (1)
 回答者の年齢
 
 20代
 2






 
 
 
 
 (1)
 回答者の年齢
 
 30代
 3






 
 
 
 
 (1)
 回答者の年齢
 
 40代
 4






 
 
 
 
 (1)
 回答者の年齢
 
 50代
 5






 
 
 
 
 (1)
 回答者の年齢
 
 60歳以上
 6






 
 
 
 
 (2)
 回答者のお住まいの学区
 
 白井第一小学校学区
 1






 
 
 
 
 (2)
 回答者のお住まいの学区
 
 白井第二小学校学区
 2






 
 
 
 
 (2)
 回答者のお住まいの学区
 
 白井第三小学校学区
 3






 
 
 
 
 (2)
 回答者のお住まいの学区
 
 大山口小学校学区
 4






 
 
 
 
 (2)
 回答者のお住まいの学区
 
 清水口小学校学区
 5






 
 
 
 
 (2)
 回答者のお住まいの学区
 
 南山小学校学区
 6






 
 
 
 
 (2)
 回答者のお住まいの学区
 
 七次台小学校学区
 7






 
 
 
 
 (2)
 回答者のお住まいの学区
 
 池の上小学校学区
 8






 
 
 
 
 (2)
 回答者のお住まいの学区
 
 桜台小学校学区
 9






 
 
 
 
 (2)
 回答者のお住まいの学区
 
 わからない
 10






 
 
 
 
 (3)
 食材に係わる経費は給食費として保護者が負担し、それ以外の調理業務や施設維持管理に係わる費用は、すべて公費で負担されていることを知っていますか。
 
 はい
 1






 
 
 
 
 (3)
 食材に係わる経費は給食費として保護者が負担し、それ以外の調理業務や施設維持管理に係わる費用は、すべて公費で負担されていることを知っていますか。
 
 いいえ
 2






 
 
 
 
 (4)
 別紙を見て、これからの白井市全体の学校給食において、優先すべきと考えるものを3つ選んでください。　　　　　（別紙とは、同封の自校方式、給食センター方式を比較している資料のことです。）
 
 学校給食衛生管理基準の遵守
 1






 
 
 
 
 (4)
 別紙を見て、これからの白井市全体の学校給食において、優先すべきと考えるものを3つ選んでください。　　　　　（別紙とは、同封の自校方式、給食センター方式を比較している資料のことです。）
 
 手間をかけた調理
 2






 
 
 
 
 (4)
 別紙を見て、これからの白井市全体の学校給食において、優先すべきと考えるものを3つ選んでください。　　　　　（別紙とは、同封の自校方式、給食センター方式を比較している資料のことです。）
 
 残菜の少なさ
 3






 
 
 
 
 (4)
 別紙を見て、これからの白井市全体の学校給食において、優先すべきと考えるものを3つ選んでください。　　　　　（別紙とは、同封の自校方式、給食センター方式を比較している資料のことです。）
 
 公費負担の公平性
 4






 
 
 
 
 (4)
 別紙を見て、これからの白井市全体の学校給食において、優先すべきと考えるものを3つ選んでください。　　　　　（別紙とは、同封の自校方式、給食センター方式を比較している資料のことです。）
 
 アレルギー対応
 5






 
 
 
 
 (4)
 別紙を見て、これからの白井市全体の学校給食において、優先すべきと考えるものを3つ選んでください。　　　　　（別紙とは、同封の自校方式、給食センター方式を比較している資料のことです。）
 
 食育の充実
 6






 
 
 
 
 (4)
 別紙を見て、これからの白井市全体の学校給食において、優先すべきと考えるものを3つ選んでください。　　　　　（別紙とは、同封の自校方式、給食センター方式を比較している資料のことです。）
 
 市内均一な給食費
 7






 
 
 
 
 (4)
 別紙を見て、これからの白井市全体の学校給食において、優先すべきと考えるものを3つ選んでください。　　　　　（別紙とは、同封の自校方式、給食センター方式を比較している資料のことです。）
 
 その他
 8






 
 
 
 
 (5)
 　(4)でその他を選んだ場合その内容





 
 
 
 
 (6)
 現在桜台小学校・桜台中学校の施設は、老朽化や改正された学校給食衛生管理基準を満たしていないという課題があります。今後どのようにしたらよいと思いますか。
 
 「自校式調理場」として桜台小中学校それぞれの調理場を増床・改修する。
 1






 
 
 
 
 (6)
 現在桜台小学校・桜台中学校の施設は、老朽化や改正された学校給食衛生管理基準を満たしていないという課題があります。今後どのようにしたらよいと思いますか。
 
 桜台小中学校敷地内に「親子方式（2校分を一カ所で調理）」として新たに調理場を建設する。
 2






 
 
 
 
 (6)
 現在桜台小学校・桜台中学校の施設は、老朽化や改正された学校給食衛生管理基準を満たしていないという課題があります。今後どのようにしたらよいと思いますか。
 
 桜台小中学校の給食提供を給食センターに移行する。
 3






 
 
 
 
 (6)
 現在桜台小学校・桜台中学校の施設は、老朽化や改正された学校給食衛生管理基準を満たしていないという課題があります。今後どのようにしたらよいと思いますか。
 
 その他
 4






 
 
 
 
 (7)
 　(6)でその他を選んだ場合その内容





 
 
 
 
 (8)
 桜台小学校・桜台中学校（自校方式）、他12校（給食センター方式）に関して、ご意見やご要望などありましたらご記入ください。





  




 
  
  白井市学校給食に関するアンケート
  
  
  
  
  
  
  
   
 
 


 桜台小学校・桜台中学校学校給食のあり方に関するアンケート

 　
















 

 回答者の年齢 	

 
   10代
   1
	

 
   20代
   2
	

 
   30代
   3
	

 
   40代
   4


 
   50代
   5
	

 
   60歳以上
   6
	


 　
	


 

 回答者のお住まいの学区 	

 
   白井第一小学校学区
   1
	

 
   白井第二小学校学区
   2
	

 
   白井第三小学校学区
   3
	

 
   大山口小学校学区
   4


 
   清水口小学校学区
   5
	

	

 
 南山小学校学区
 6

 
 七次台小学校学区
 7

 
 池の上小学校学区
 8

 
 桜台小学校学区
 9

 
 わからない
 10


 　
 

 食材に係わる経費は給食費として保護者が負担し、それ以外の調理業務や施設維持管理に係わる費用は、すべて公費で負担されていることを知っていますか。 	

 
   はい
   1
	

 
   いいえ
   2
	

	



	

	


 　
 

 別紙を見て、これからの白井市全体の学校給食において、優先すべきと考えるものを3つ選んでください。　　　　　（別紙とは、同封の自校方式、給食センター方式を比較している資料のことです。） 	

 
   学校給食衛生管理基準の遵守
   1
	

 
   手間をかけた調理
   2
	

 
   残菜の少なさ
   3
	

 
   公費負担の公平性
   4


 
   アレルギー対応
   5
	

	

 
 食育の充実
 6

 
 市内均一な給食費
 7

 
 その他
 8


 
 　(4)でその他を選んだ場合その内容

 　
 

 現在桜台小学校・桜台中学校の施設は、老朽化や改正された学校給食衛生管理基準を満たしていないという課題があります。今後どのようにしたらよいと思いますか。 	

 
   「自校式調理場」として桜台小中学校それぞれの調理場を増床・改修する。
   1
	

 
   桜台小中学校敷地内に「親子方式（2校分を一カ所で調理）」として新たに調理場を建設する。
   2
	

 
   桜台小中学校の給食提供を給食センターに移行する。
   3
	

 
   その他
   4


	

	


 
 　(6)でその他を選んだ場合その内容


 　









 
 桜台小学校・桜台中学校（自校方式）、他12校（給食センター方式）に関して、ご意見やご要望などありましたらご記入ください。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ご協力ありがとうございました。







